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1.1. 背景 
 
・  建設業は、生活の基盤となる建築物や道路などのインフラを整備する基幹産業であり、
社会に対して大きな影響力のある産業である。一方で、経済状況や時流に影響を受けや
すく、建設量や建物の傾向は大きく左右される。更に、職人不足も深刻であり、こうし
た現状の中建設需要に対応するため、生産性向上に向けた取り組みが進められている。
本章ではまず、建設業の特徴や抱えている問題について整理する。 
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1.1.1. 建設業の特徴 
 
・  建設業は一般的に、他の工業化が浸透している産業に対して生産性向上の面で遅れを
とってきたと考えられる。他の産業には無いいくつかの特殊性があるのが、その要因で
あると考えられる。以下に主な建設業の特徴 1をまとめる。 
①受注一品生産である 
②建物の用途、規模、土地の条件等が多岐にわたる 
③一定の場所に生産拠点を固定出来ない 
④事前予測生産が出来ない 
⑤屋外作業で天候の影響を受けやすいため工事工程通りの計画的な進行が難しい 
このような特徴から、工業化を進めにくい実態がある。一概に建物といってもオフ
ィスや住宅、公共施設、商業施設といった様々な用途の建物を挙げることができ、そ
れぞれに適した工法や異なる材料を選択していく必要がある。また、工業化は本来生
産拠点を持ち効率性を高めてゆくものであるが、生産現場がその都度異なる建設業で
は機械産業のような工場での効率的な作業は望むことが出来ない。例え工場での生産
に成功しても、最終的には納まりや取り合いを現場で摺り合わせなければならない。
その為、他産業に比べて施工現場で生産を行う労働者には経験や一定の技術が求めら
れる。また、屋外作業であることから建設現場は一般的な製造業より劣悪な環境にあ
り、その中で雨や風といった天候による工期の遅れに対応しなくてはならない。 
  
                            
1 加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
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1.1.2. 労働力不足 
 
・  建設業にける職人不足は深刻である。近年、建設業就業者数は減少を続けており、2016
年にはピーク時(1997 年)の 72.3％まで減少している(図 1)。さらに、職人の職人の高齢
化が顕著であり、建設業の 55 歳以上の就業者の割合は 30％を超えている(図 2)。この
数値からも近い将来大量の離職者が発生し、更なる職人不足に直面することは明らかで
ある。技能を持った職人の多くが短期間に退職すれば、労働者の確保、工期の遅れ、価
格の高騰といった問題が発生すると予測される。新規学卒者の建設業入職者数も 2000
年代に入って低い数値で横ばいとなっており、大幅な回復は見込めない(図 3)。若年入
職者が減少している要因としては、不安定な雇用、労働条件・労働福祉の劣悪な状況な
ど建設業の抱える実情と建設労働者の社会的評価の低さが挙げられる。 
 
 
 
図 1 建設業就業者数の推移(出典：「建設業ハンドブック 2017」日本建設業連合会) 
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図 2 建設業就業者の高齢化の進行(出典：「建設業ハンドブック 2017」日本建設業連合会) 
図 3 新規学卒者の入職状況(出典：「建設業ハンドブック 2017」日本建設業連合会) 
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1.1.3. 生産性向上の取組み 
 
・  生産性向上の取組みは特に高層建築において多くみられる。高層建築の高層部は基準
階の繰り返しが主な工事であり、1963 年の建築基準法の改正と容積地区制度、1964 年
の容積率制の実施等の法整備により、それまでの 31mの高さ制限を遥かに越したビルの
建設が可能になったことから生産性の向上が求められたためである。1960年代から高層
ビルの建設が始まり、1980年代の建設ロボット導入や自動化施工まで様々な取り組みが
行われてきた。 
・  しかし、具体的な施工事例に則して生産性向上の変遷をまとめた既往の知見は希少で
あり、生産性向上の取組みの効果は明らかではない。高層建築に使われた構工法の変遷
をまとめた例として、嘉納 2は 1950 年代から 2000 年代までの代表的な高層建築を取り
上げ、10 年おきにどのような構工法開発が行われたか概要をまとめているが、個々の事
例についての踏み込んだ記述は少ない。人見 3は 1950 年代から 1970 年代までの技術開
発や普及の傾向を考察しているが、開発の要因は明確にしていない。大手建設会社で社
史編纂にも関わった山﨑は高層ビルの施工管理技術の変遷を複合化等の視点からまと
めており、揚重能力の推移や PC 化した部位などの面から考察しているが、所属する建
設会社の事例が中心であり、体系的な整理とは言いがたい 4。雑誌「建設の技術 施工」
(以後「施工」、1966 年 9 月創刊～2001 年 3 月廃刊）では、多くの号で建築の施工現場
の報告を行っており、高層ビルに関する報告も多いくみられた。しかし、「施工」廃刊
後は施工記録を残した記述はほとんど確認できない。 
  
                            
2 「建築業協会賞 50年受賞作品を通してみる建築 1960－2009」新建築社、新建築 2009年 12月 
3 人見亨「建築生産における技術開発の流れ」建築雑誌 Vol.96、No.1174、1981年 1月号 
4 山崎雄介「建築生産における施工技術の 30年」 
  
1章 はじめに  
  
9 
 
 
1.2. 目的 
 
・  前述したように、慢性的な職人不足が予測できる現状で、生産性を高めていくことは
必須である。しかし、過去の生産性向上の取り組みを分析した研究は希少であり、生産
性向上の取組みが盛んに行われたと予測できる 1960年代から 1980年代にかけての実態
を示すデータもほとんど残されていない。各建物の施工実態の記録もほとんどなく、そ
れぞれの建物の施工担当者が高齢化するにつれ実態の把握はますます困難になると考
えられる。高度成長期、バブル期と現在では、担い手不足・生産性向上という危機意識
は共通しており、過去の生産性向上の取組みを明らかにすることで、今後の生産性向上
の取組みをより効果的に行える可能性がある。また、今後資料散逸や関係者高齢化が予
想される中で、技術の変化を体系的に整理することの意義も大きいと考えた。 
・  そこで本研究では、1960 年代から 1980 年代までの日本の高層ビルにおける生産性向
上の取組みを対象とし、その変遷を明らかにし今後の生産性向上に向けた課題や方向性
を考察することを目的とする。 
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1.3. 研究方法・調査対象 
 
・  研究方法は、資料調査及びインタビュー調査である。資料調査は主に、本研究の対象
とする年代の高層ビルのレポートを多く掲載する雑誌「建築の技術 施工」(以下、「施
工」)5の施工記録及び嘉納 6、山崎 7らの生産性に関する既往研究、大手建設会社 5社の
社史 8、建設産業の変遷及び超高層建築施工についての文献 9等を対象にしている。イン
タビュー調査は、大手建設会社 5 社の(現・元)技術者 15 名、協力会社(専門工事会社)
の経営者 2名に対して行った。特に表 1 の高層ビルについては、施工管理者に施工の詳
細をたずね明らかにした。 
 
 
  
                            
5 1966年 9月創刊～2001年 3月廃刊。3 章では「施工」の施工記録のうち約 35物件を参照し分析を行って
いる。表 6参照。 
6 「建築業協会賞 50年受賞作品を通してみる建築 1960－2009」新建築社、新建築 2009年 12月 
7 山崎雄介「建築生産における施工技術の 30年」 
8 「大林組百年史」 
「鹿島建設社史 1970年～2000年」 
「清水建設二百年 生産編」 
「大成建設 140年史」 
「竹中工務店 90年史」 
9 加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
「建築業協会賞 50年受賞作品を通してみる建築 1960－2009」新建築社、新建築 2009年 12月 
二階盛 他「超高層建築 4 施工編」鹿島研究所出版会 
梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
表 1 インタビュー対象物件一覧 
名称 竣工年 設計/施工 内容
霞が関ビル 1968年
  山下設計
    /鹿島建設
初期の高層ビル施工の実態
朝日東海ビル 1971年
  日建設計
   /清水建設
霞が関ビルからの変化及び施工現
場へのコンピュータ導入の実態
仙台第一生命タワービル
ディング
1985年
  竹中工務店
   /竹中工務店
ト型PC板の開発
梅田センタービル 1987年
  竹中工務店
   /竹中工務店
梅田センタービル独自の生産性向
上の取組み及び今後の動向
NEC玉川ルネサンスシ
ティ　サウスタワー
2000年
   日建設計
    /大林組
全自動ビル建設システム［ABCS］
の導入と実態
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1.4. 構成 
 
・  本論文は全 5章で構成される。2章では 1960 年代から 1980 年代にかけての施工技術
の変遷及び各年代の代表的な施工事例(霞が関ビル:1968 年竣工、朝日東海ビル：1971
年竣工、梅田センタービル：1987 年竣工)に用いられた生産性向上の取り組み、3 章で
は主に「施工」の施工レポートを元に明らかにした生産性向上の取組みの実態を分類し、
(PC 化、ユニット化、機械化、システム化)整理する。4章では生産性向上に向けた課題
と今後の方策を考察する。5章はまとめである。 
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2.1. 概要 
 
・  戦後復興から朝鮮戦争にかけて経済的に大きな変化に直面した日本において、建設業
は急速な発展を遂げてきた。特に 1960年代からその後 30年にかけての建設業の発展は
目覚ましいものがあり、多種多様な施工技術が開発された。本章では 1960 年代から 1980
年代までを 10年ごとに区切り建設業の変遷を明らかにする(図 4)。 
〈第１期〉1960年代 高層ビルの建設が始まり、それまでの労務集約型の施工体制から
機械化が飛躍的に進んだ。日本初の本格的な高層ビルである霞が関ビル(1968 年竣工)
を施工事例として紹介する。 
〈第 2 期〉1970 年代 機械化がさらに進み、構工法・技術開発が盛んにおこなわれた。
一方で、オイルショックによる労務費・材料費の高騰に直面すると、管理体制の未熟さ
が露呈し品質・安全といった観点にも注目が集まった。施工現場に初めてコンピュータ
を導入したとされる朝日東海ビル(1971年竣工)を施工事例として紹介する。 
〈第 3期〉1980年代 バブル経済を迎え、建設需要が急激に増加した。この需要に応え
る為に様々な技術が集約され、複合化工法として発展した。労働力不足も深刻な問題で
あり、建設ロボットや全自動施工などの機械化が進展した。様々な工法を複合的に採用
した梅田センタービル(1987年竣工)を施工事例として紹介する。
 
図 4 施工技術・管理技術の変遷 10 
  
                            
10 井口昌彦「工事管理の変遷と今後の課題」及び鳥海良輔・嘉納成男「建築生産における施工技術の動向 
に関する研究」より筆者作成 
経済成長　　　　　　　　　　建設業冬の時代 ( オイルショック )　　バブル経済　　バブル崩壊
1960 1970 1980 1990
▼高さ制限
　撤廃 (1963 年 )
▼労働安全
　衛生法 (1972 年 )
▽霞が関ビル
　(1968 年 )
　・大型 H 型鋼
　・建設機械
　・カーテンウォール
　・タクト工程　
▽朝日東海ビル (1971 年 )
　・コンピュータによる
　　工程管理
▽梅田センタービル
　(1987 年 )
　・PCa フロアパネル工法
　・揚重専従班による
　　揚重管理
　・IC カードによる
　　労務管理
▼建設ロボット
　開発 ▼全自動施工
　システム開発
▼品質問題の発生
　・しゃぶコン
　・生産設計の不備　
▼タワークレーン
▼トラック式
　コンクリートポンプ
各工法の
複合的
採用
▼TQC の導入
計画施工の
発展
▼コンピュータ
　利用開始
▼高速リフト
建設機械の
開発
タワークレーンの発展
コンクリートポンプの発展
▼CAD
工業化工法の
出現
(PC 化、ユニット化等 )
職人不足の
深刻化
労務集約型
施工
社
会
的
動
向
施
工
技
術
・
管
理
技
術
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2.2. 1960年代（産業確立期） 
 
1）概要 
・  1960 年代における建設産業の大きな変化は、建設機械が普及した点である。戦後復興
期である 1950 年代の建設産業において労務費は低く、建設工事は労働集約型の施工に
より成り立っていた。その為、建設用の大型施工機械の開発はまれであった。しかし 1960
年代に入ると岩戸景気・オリンピック景気・いざなぎ景気等の景気拡大をきっかけに建
設ブームが到来し、労働集約型の工事では需要に対応できなくなった。機械化が進んだ
もう一つの要因として、1963 年の高さ制限の撤廃、1964 年の容積率導入による超高層
建築解禁が挙げられる。超高層ビルの工事ではそれまで建設されてきた建物よりもより
高く、大きく、深く施工できる技術が必要とされたことから労務集約型の施工ではなく
機械を利用した工事管理へと変化していった。 
・  1960 年代以前の国内生産の建設機械は実用に耐えうるものでは無かった。その為施工
機械は国外から輸入したものが大半を占めていた。徐々に国情に合った機械が開発され
るようになると、建物の規模は次第に大型化し設備の内容も高度に変化していった。 
 
2）機械化 
・  鉄骨やプレキャストコンクリート部材の建方には従来ガイデリック(写真 1)が使用さ
れてきたが、次第に移動可能なトラッククレーン、回転可能なタワークレーンへ(写真
2)と発展している 11。これらの機械の国産化が進み性能向上が図られた結果、霞が関ビ
ルのために開発されたセルフクライミング式のタワークレーンに続き 1971 年に竣工し
た朝日東海ビルでは 200t・mの国産タワークレーンが開発されている。このタワークレ
ーンで初めて「油圧式フロアクライミング機構」が装備され、安全性に優れ昇降作業時
間を大幅に短縮できたことから、その後ほとんどの建築用クライミングクレーンに採用
された 12。また、建築資材の垂直運搬には従来木製リフトを使用していたが、1950 年代
中ごろより人荷用エレベーターが出現し、高速化・大型化が進んだ 13。朝日東海ビル
(1971年竣工)では高速リフトが開発され、コンテナシステム等運搬の合理化が図られた。 
・  
                            
11 梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
12 「清水建設二百年 生産編」 
13 梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
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写真 1 ガイデリックによる建方(出典:「建築生産の技術」、p53) 
写真 2 タワークレーン(出典:「建築生産の技術」、p54) 
 
・  工場で生産された生コンクリート(以下、生コン)が一般的に利用され始めたのは 1950
年代前半である。清水建設は 1952 年に日本セメントならびに小田急電鉄と「東京コン
クリート」を設立し、トラックミキサー車を採用している 14。オリンピック前年の 1963
年ごろには現場打ちコンクリートに占める生コンの使用率ほぼ 100%近い普及率を示す
に至った 15。生コンの普及に伴い現場練りコンクリート(写真 3)の使用は減少し、生コ
ンに適した機械開発が進んだ。生コンの運搬に関して、工場から現場に生コンを輸送 
 
するアジテーターカーが開発された。コンクリート打設に関しても機械化が浸透した。
霞が関ビル(1968 年竣工)ではコンクリートタワーでバゲットに入れたコンクリートを
高所に運んだあと猫車(一輪車)を用いて水平運搬する(写真 4)労働集約型の典型的な作
業が行われていたが、建物が高層化するにつれ搬送・揚重が工事の大部分を占めるよう
になるとコンクリートポンプによる圧送が始まり打設能力が高まった(写真 5) 16。 
 
                            
14 「清水建設二百年 生産編」 
15 人見亨「建築生産における技術開発の流れ」建築雑誌 Vol.96、No.1174、1981年 1月号 
16 梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
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写真 3 現場に設けられたコンクリートプラント(出典:「建築生産の技術」、p42) 
 
写真 4 カートによるコンクリート打設(出典:「建築生産の技術」、p42) 
 
 
写真 5 ポンプによるコンクリート運搬(出典:「建築生産の技術」、p43) 
 
3）工業化 
・  旺盛な建設需要に応える為に建材の輸入・開発が活発に行われた。当時海外から取り
入れられた材料には人工軽量骨材、セメント製品、繊維板、プラスチック建材、石膏ボ
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ード、ALC等が挙げられる 17。1960 年代より高分子化学材料によるパイプや床、壁の仕
上げ材・断熱材からコンクリート系としての ALCパネル、超高層建築を対象とした高強
度溶接用材、デッキプレートや軽量形鋼など新素材の開発も始まった 18。外部仮設工事
に関して、戦後の木材不足の影響もあり木材足場(写真 6)から鋼製の仮設材(写真 7)に
変化した。足場には単管式パイプ足場が使用されるようになり 1953 年にアメリカのビ
ティ式足場 19、1960 年にビティ足場を改良し日本のとび職向けに標準化した SM（Safe 
Metal）式足場が開発された。建設需要の増大に伴い耐久性に優れた鋼製製品を採用す
ることで木製の足場よりも経済性な効果も得られた 20。鉄筋コンクリート工事に関して
も、戦前の 2×6 尺のパネルとバラ板型枠から、合板型枠へと変化した(写真 8)。1950
年代に開発されたセパレーターとフォームタイ、合板の組み合わせによる合板型枠は、
精度と施工性の良さ、パネルに比べて軽量で取り扱いが便利であることから 1960 年代
前半には広く普及した。 
・  材料の中でも、超高層建築に大きな影響を及ぼしたのがアルミニウムの普及である。
大成建設社史によると、不二サッシが米フェントロン社と技術提携を行いアルミサッシ
の技術を導入、1958年に初めてビル用アルミサッシの製造・販売開始したのがアルミ利
用の先駆けである。また、カーテンウォールの取付に必要なシール材も 1962 年に横浜
ゴムで製造が開始された 21。各種技術開発がタイミングよく用意できたことが高層建築
の普及を後押しした。また、規格品としてのアルミサッシ、アルミカーテンウォール、
バスユニット等も開発された。1960 年代中ごろに軽量アルミニウム型枠が出現すると、
材料の変化に伴い 1スパンが階高に相当する大型型枠の製造が可能となり、組み立て工
数の削減、建て入れ精度をよくすることで型枠除去後に直接仕上げを施すといった合理
化がみられた(写真 9)。床スラブに関してもアルミパネルをそのまま型枠とするデッキ
プレート工法が出現した 22。 
 
                            
17 「建築業協会賞 50年受賞作品を通してみる建築 1960－2009」新建築 2009年 12月 
18 梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
19 「建築業協会賞 50年受賞作品を通してみる建築 1960－2009」新建築 2009年 12月 
20 梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
21 「大成建設 140年史」 
22 梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
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写真 6 外部丸太足場とさん橋、簡易コンクリートプラントとコンクリートタワー(1950年頃) 
(出典：「建築生産の技術」、p50) 
 
写真 7 パイプ(単管による外部足場と落下防止用の庇、コンクリートタワー、仮設人家用エレベ
ータータワー(1960年頃)(出典：「建築生産の技術」、p50) 
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写真 8 合板型枠(出典「:建築生産の技術」、p45) 
 
 
写真 9 アルミニウムの大型足場付き型枠(出典:「建築生産の技術」、p45) 
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2.2.1. 霞が関ビルディング 23 
 
1）概要 
・  日本初の高層ビルとして霞が関に建設されたオフィスビルである。ビルの高さ制限で
あった 31mを超え建設を可能にするために様々な合理化が図られた。鉄骨造の高層ビル
には、材料、技能者、管理技術など多くの要素からなる生産システムが必要になり、霞
が関ビルの実践を通じて一連の技術が出そろった。その後各メーカーがこれらの技術を
使用したことから、ほとんどの技術が標準化した。 
 
霞が関ビルディング外観：wikipedia 
・  本プロジェクトは施工を担当した鹿島建設が全社を挙げて取り組んだプロジェクト
である。通常ビルの建設コストは約 25億のところ、研究開発費も含めて 30億に抑える
事、工期も日比谷三井ビルでは 4年であったところ本建物では 3年にする必要があった。
高所で大量の作業をより早く実現するため、乾式化、軽量化、プレハブ化が徹底して図
られ、H形鋼やデッキプレートをはじめとする様々な新技術がメーカーの協力を得て開
発・導入された。また、施工においても連続繰り返しの施工を実現するため電子計算機
を用いた新しい工程管理方法や大量の資材・人を運ぶ揚重方法が導入されている。 
2）合理化工法 
・  霞が関ビルでは柱・梁に H形鋼が採用されている。十字型の柱や正方形のボックス柱
案も検討されたがこれらの形状は曲げ加工や溶接する必要があり、生産性を考慮した結
果 H形となった。H形鋼の製造には図 5 の熱間圧延（ホットロール）が使用された。ロ
ールの間にまだ熱い鋼を往復させローラーの形状に合わせて押し整形していくことで
連続的な製造が可能となった。 
                            
23 「施工」1967年 1月、3月、6月 
所在地：東京都千代田区霞が関 3－2－5 
建築主：三井不動産 
設計監理：三井不動産、山下寿郎設計事務所 
施工： 鹿島建設、三井建設 
工期：1965 年 8月～1968年 3月 (約 36か月) 
敷地面積：16,319㎡ 
建築面積：3,561 ㎡ 
延べ床面積：153,223㎡ 
階数：地下 3階、地上 36階、塔屋 3階 
高さ：最高高さ 147m 
用途：オフィス 
表 2 霞が関ビル概要(写真出典：wikipedia) 
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・  超高層ビルにおいて、通常スパンが長くなればなるほど梁成が高くなるが、比例して
梁の重量は重くなる。霞が関ビルでは全体の軽量化が図られていたため、梁のウェブ中
央付近に六角形の穴が空いた梁(以後、ハニカム Hビーム(写真 10))が採用された。通常
梁を軽くするためには梁の上下を斜めの材でつないだトラス状の梁にする等の工夫が
考えられるが、この場合溶接加工に手間がかかる。ハニカム Hビームの製造工程はまず
普通の H形鋼を製造しウェブをジグザグに切断する。そして切り離した 2本の T型の鉄
骨のうち 1本をひっくり返し、お互いの山同士が接するように溶接する。すると 2本の
山の部分がつながりハニカム型の穴が残る。この製造法により従来の溶接の手間は無く
なり、製造時間が短縮される。右端の型を機械がレーザーでなぞることで正確に切断し
た。蜂の巣のように六角形の穴が空くことで梁は軽量化し、穴の空いていない鉄骨部分
はラチス梁のように斜めにつながっているので強度が発生する。穴を切り抜くのではな
いため無駄な材料が発生しないので歩留まりが高くなる。穴の部分に配管を通すことも
できるので、後の工程も効率よく進めることが出来る。 
図 5 ユニバーサル圧延(出典：「施工」1967年 6月) 
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・  一般に鉄骨造建築では、柱にブラケットという小型の梁を溶接して現場に搬入する。
柱と梁をボルト接合で結びつけるには、梁が取り付く部分が柱側に必要になるからであ
る。霞が関ビルのブラケットは通常に比べて長く、隣同士の柱のブラケットを直接接合
するという特徴がある(図 6)。直接接合できるということは言い換えればブラケットが
無いということである。霞が関ビルの柱は 3.2ｍと狭い間隔で並んでおり、ブラケット
を長くすることで柱と柱を繋ぐことが出来た。通常の接合方法では柱と柱の間で 2カ所
のボルト接合が必要になるが、ブラケット同士を接合することによって接合は 1カ所で
すむ。またブラケット付きの柱を揚重するだけで小梁の揚重が不要になり揚重回数の削
減にも繋がった。この柱から両側に長めのブラケットが張り出す形式は、その形状から
キの字(写真 11)と呼ばれておりその後の超高層でも採用された。 
 
写真 10 ハニカム Hビーム(出典：三井不動産蔵) 
図 6 在来方式と霞が関ビルの鉄骨の構成(出典：三井不動産蔵) 
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・  鉄骨の耐火被覆も新たに乾式工法が開発された。当時、鉄骨の耐火被覆は湿式工法が
とられていた。しかし、従来の方法では吹き付けた石綿材の厚さの管理に手間がかかっ
た。霞が関ビルでは石綿材を成形版としてあらかじめプレハブ化し、現場ではこの成形
版を接着剤で張り付ける工法が採用された(写真 12)。梁の張り付け方法は、成の大きな
梁はフランジ内部に入れ込むように張り付けた後、フランジのを側面にも小さな板を張
り付け、小さな梁はフランジ側面から全体を包むように張り付けた。柱も同様に石綿成
形版を張り付けている。外周の柱や梁に貼り付ける際には特殊な足場も使われた。この
工法により工期とコストの削減を実現している。 
写真 11 キの字の柱梁ユニット(出典：「施工」1967年 6月) 
写真 12 石綿スレート張付け(出典：三井不動産蔵) 
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・  床の製造にはアルミパネルのデッキプレート工法(写真 13)が採用されている。通常コ
ンクリート床を施工する場合は型枠工事、配筋工事、打設工事が必要であり、コンクリ
ートの強度が出るまで脱型できないことから作業出来ない時間が多くあった。しかし、
デッキプレート工法ではジグザグに折って剛性を高めた鋼板を鉄骨の上に敷き、デッキ
プレートの上にコンクリートを打設する。デッキプレート自体の剛性でコンクリートを
支えるので、コンクリートが固まるまで下から何かで支える必要はない。そのため床に
コンクリートを打った下の階でもすぐに作業を始めることが出来る。さらにデッキプレ
ートは取り外す必要がない本設材であり、型枠を下まで揚重する必要が無い。 
・  霞が関ビルのデッキプレートに関して特筆すべき点は形状と大きさである。カスミタ
イプと呼ばれる霞が関ビルのデッキプレートは、それまでの角ばった形状から U字型に
変化している。谷の部分に配筋することで鉄筋が 3方からコンクリートに守られかぶり
厚さが確保でき、鉄筋の温度調整に成功している。配筋を U字の中央にするために期限
ぎりぎりまで何度も実験が重ねられた。また、標準寸法を 3,140 ㎜×690 ㎜×1.2 ㎜と
することで重量を約 30㎏に抑え、2人の作業員が効率よく作業出来る形状としている。
霞が関ビルの施工担当者は、検討段階では溶接個所を減らすために寸法を倍の約 6m に
する案も上がったが現場からの声で 3mに落ち着いたと述べた。 
・  霞が関ではデッキプレートの上に打設するコンクリートに軽量骨材を用いて通常の
コンクリートの 40％まで重量を軽減している。しかし、軽量であってもデッキプレート
に打設するコンクリートはスランプ 6という固練りのコンクリートであり、通常のバケ
ットを傾けてもコンクリートが落ちてこなかった。その為、上から落とす形のホッパー
が用いられたコンクリート用のエレベーターが開発された。各階に揚重されたコンクリ
ートは水平搬送されることになるが、4階から 14階までは猫車（一輪車）、15階から 36
階はコンクリートコンベア(写真 14)によって搬送されている。この時代猫車を用いた人
写真 13 デッキプレート敷き(出典：三井不動産蔵) 
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力での搬送が一般的であったが、超高層ビルではより高い性能が求められ 15階時点で
人力施工の限界に達した為である。コンクリートコンベアは 1機あたり長さ 7700 ㎜、
ベルト速度 160ｍ／分、1時間に 40㎥を搬送できた。 
・  内装・設備に関しては施工手順の簡略化を目的としたユニット工法がみられた。従来
のトイレは床を縦に配管が通っており、水平の配管も床に埋め込まれている。この方式
だと配管が詰まった場合は、仕上げのタイルやコンクリート床をはつって配管を修理・
取り替える必要がある。霞が関ビルでは床上の水平配管ユニット(写真 15)を開発するこ
とでこの問題を解決している。具体的には、縦配管を工場で階高に合わせてユニット化
し床上の水平配管を縦配管に直接接続させる。この方式であればコンクリートの床を貫
通もしくは埋め込んで配管する必要がなくなる。また、ユニット内に配管しておけば、
ユニットを並べて便器や配管と接続するだけでよく施工が簡略化される。霞が関ビルで
はこのユニットを専用のコンテナに大便器 4、小便器 2を詰め込んで運搬、揚重した。 
写真 14 軽量コンクリートの打設(出典：三井不動産蔵) 
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・  天井施工も照明、空調、スプリンクラーなど様々な配管、配線および施工する職種が
入り混み合う部分であり、上向きでの作業が続くことから多大な労力が伴う。霞が関ビ
ルでは天井施工の合理化として、設備部分をライン上の枠に収め先に設備部分を施工す
る方針をとった(写真 16)。従来の天井はどこにでも自由に設備配置が出来る為、様々な
職種の作業が入り乱れていた。これに対してライン枠に収めた設備を先に取付け、ライ
ン以外の部分にボードを貼ることで工程の錯綜が大幅に減少した。また、設備施工を先
行させることで受電開始を早めることができ、仮設照明の削減にも繋がった。 
写真 15 ユニット化された縦配管(出典：三井不動産蔵) 
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3）工程計画 
・  多くの製造業では機械による繰り返し作業によって生産が行われている。しかし建設
業は一品生産的な要素が強く、このような形態による生産は困難だと思われてきた。こ
れに対し、高層ビルは基準階の繰り返しである。霞が関ビルの場合は 2軸対称の長方形
平面をしており、同じ階に少なくとも同じ作業が 4回、それが 30数階以上連続してい
る。職人が同じ作業を繰り返すことで作業速度が上がることを習熟効果と呼ばれ、高層
ビルの施工においては効果が大きい。霞が関ビルでも天井下地の取付に最初の 14階で
は 300人・日の人工を必要としていたが、25階では 130人・日と 14階の半分程度まで
減少している。 
・  また、生産工程で重要になるのが各作業の同期化である。例えば、鉄骨が 1層 6日で
立ち上がっても、次の作業であるデッキプレート敷きに 7日かかれば鉄骨が先行しても
次の作業に入ることは出来ない。各作業を安定的にこなすことが出来なければ作業員の
手待ち時間が発生する、もしくは作業員に仕事が用意できないといった事態に陥る。そ
こで霞が関では竣工日や能力を元に躯体組立、デッキプレート、コンクリートをそれぞ
れ 6日 1層ペースで施工することとした。綿密な暦日設定や電子計算機の使用により、
部材の製造や設備の取付等も全てこのペースに揃え、手待ち時間を削減している。この
手法は「タクト工程」と呼ばれその後の高層ビルで広く採用された。 
 
  
写真 16 ライン天井の施工(出典：三井不動産蔵) 
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2.3. 1970年代(技術集成期)  
 
1）概要 
・  1970 年代前半は 60年代の好景気が続き、より一層機械化・工業化が進展した。しか
し、1973 年と 1978 年に 2度のオイルショックに直面すると建設需要は激減し、いわゆ
る「建設業冬の時代」に突入した。それまで行われた労働集約型の施工管理に対し、急
激に機械化が進んだ実態が伴わず、一部の工事では軽量コンクリートの高所への圧送に
性能が追い付かずシャブコン状態で打設が行われる、設計時に施工性を検討していなか
ったことからコンクリートが充填できない鉄筋ピッチで設計されるといった問題が頻
発した 24。更に、オイルショックによる材料高騰(表 3)の影響で適正品質の材料が調達
できなくなると、極端な施工品質の悪化を招いた。他産業でも公害や労働環境が問題と
なり、社会全体で意識の向上がみられた。 
 
2）工業化 
・  建設需要の激減により生産性向上とコストダウンに取り組むことは建設会社の最重
要課題でとなった。1960年代に培われた機械化技術と工事管理の技術を組み合わせるこ
とで、ユニット化・部材の大型化といった後に生産性向上の取組みとして一般的になっ
た工法が開発された。また、朝日東海ビル(1971 年竣工)を皮切りにコンピュータを施工
現場に導入する動きが始まり、協力会社に依存した在来的な生産方法から建設会社主導
のシステム管理への変化も見られた。 
 
3）品質管理・労働環境の改善 
・  前述したように、品質管理が社会的な問題になると、施工現場や社内の取組みを標準
化し全社的な品質管理を行う TQC(Total Quality Control)の手法が建設会社各社で採用
                            
24 「建築業協会賞 50年受賞作品を通してみる建築 1960－2009」新建築 2009年 12月 
表 3 建設資材価格指数の推移(45年＝100)(出「典:大林組 100年史」、p332) 
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された。1979年には建設業界で初めて竹中工務店がデミング賞 25を受賞している。竹名
工務店社史 26によると、業務のシステム化、電算化の推進、建設工の養成、工業化工法
等の対策を行ったがクレーム件数は増加し、支店間、作業所間のばらつきも目立ち始め
た。そこで、1967 年に ZD 運動を導入し作業所レベルでの業務の改善を図ったが、経営
者、管理者レベルでの成果は上がらなかった。この反省から、基本的な考えとして各社
の業務組織における各部門長が責任を持って TQC を行うこととした。TQC はすでに組立
産業である自動車産業において大きな効果を発揮しており、建設業においても品質管理
活動の展開が可能であると考えられた。 
・  また、1972 年に労働安全衛生法が施行されたことから、労働環境の改善に注目が集ま
った。それまでの建設業では安全帯やヘルメットを着用しない、重大災害の多発が当た
り前で責任は本人にあると称されていた。しかし人間尊重という時流が高まり、労働安
全衛生法が施行されると労働災害は急速に減少し、日曜全休推進月間が始まるなど労務
環境の整備が急速に進んだ 27。その結果、1975 年の建設業における死亡者数は 1970 年
の半数にまで減少している(図 7)。また、環境問題に対しても 1967 年に公害対策基本法、
1968 年に騒音規制法、1975 年に作業環境測定法, 1979年に粉塵障害防止規則など各種
法律が制定されたことから、周囲への環境配慮の意識が高まった。それらの動きに伴い、
無騒音無振動工法をはじめとする環境配慮型の工法開発が盛んに行われるようになっ
た。  
                            
25 全社的品質管理の水準が極めて高く、社会への貢献度の顕著な企業に与えられる賞。 
26 「竹中工務店九十年史」 
27 「建築業協会賞 50年受賞作品を通してみる建築 1960－2009」新建築 2009年 12月 
図 7 建設業における死亡者数の推移(1967年～2016年) 
(出典：「建築業労働災害防止対策実施事項(平成 29年度)」、建築業労働災害防止協会) 
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2.3.1. 朝日東海ビル 28 
 
1）概要 
・  朝日東海ビルの竣工は霞が関ビルの竣工から 3年後のことであり、高層ビルの基礎と
なる技術はすでに普及段階にあった。その為、朝日東海ビルでは前述したデッキプレー
ト工法、ハニカム Hビーム、ユニット天井、タクト工程などの要素技術の多くが採用さ
れている。更に、施工現場へのコンピュータ導入や揚重集中管理方式といった作業管理
手法が積極的に開発・採用され、高度化する工事に対しシステムを利用した綿密な計画
が行われるようになった。 
 
2）建設機械 
・  1960 年代から始まる建設機械の開発は依然続いており、朝日東海ビルでもタワークレ
ーンやリフトといった揚重機の性能向上がみられる。霞が関ビルではワイヤー式のタワ
ークレーンが用いられたが、朝日東海ビルでは盛替の能率と安全性を考慮し、ビルの架
構を利用して昇降可能な「油圧式フロアクライミング機構」を装備した JCC－200Wが使
用された。この油圧式クライミング装置は清水建設と石川島播磨重工業が共同開発した
もので、安全性に優れていたことからその後ほとんどの建築用タワークレーンで採用さ
れた。 
・  朝日東海ビルでは清水建設の機械部が独自に設計した「超高層用高速高揚程リフト」
(昇降速度毎秒 90m、最高揚程 300m、積載荷重 2.5t)が開発された。エレベーターと同様
の巻き上げ方式を採用することで、高速揚重を可能にしている。通常はコンクリートタ
                            
28 「朝日東海ビルにおける工程計画と実施」清水建設研究所報第 20号昭和 48年 4月 
「清水建設二百年 生産編」 
「施工」1971年 6月 
所在地：東京都千代田区大手町２-８ 
建築主：朝日生命保険相互会社、東海銀行 
設計監理：日建設計 
施工： 清水建設 
工期：1969 年 3月～1971年 7月(約 28か月) 
敷地面積：3,327 ㎡ 
建築面積：2,784 ㎡ 
延べ床面積：50,618 ㎡ 
階数：地下 4階、地上 29階、塔屋 2階 
高さ：最高高さ 119.6m 
用途：オフィス 
表 4 朝日東海ビル概要(写真出典：wikipedia) 
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ワーでコンクリートを揚重していたが、超高層用高速高揚程リフトでの高速揚重が性能
上コンクリートタワーを上回ったため、各階にコンクリートホッパーを設置しコンクリ
ート揚重を行った。このような開発が可能であった背景として、施工を担当した清水建
設は当時から建築工事を得意としており、機械部が高い技術力を保有していたことが挙
げられる。 
 
写真 17 朝日東海ビルで稼働中の JCC－200W タワークレーン(出典：「清水建設二百年」、p240) 
 
3）コンピュータ利用 
・  朝日東海ビルでは全体の工程計画を、3500～3600 の膨大な数に分割し、本社の大型コ
ンピュータで作業の最適な組み合わせを追究したネットワーク工程表が作成された。更
に、施工現場では工程表のフォローアップのプログラムを組み込んだミニコンピュータ
を用いて、工程表を週単位で出力し管理した。1 万回を超える資材の揚重も、揚重機の
運転管理、山積み・山崩しといった揚重計画を大型コンピュータで解析することで、平
準化を図った。しかし、朝日東海ビルの施工担当者はミニコンピュータの容量が不足し
ており実質的な効果は無かったと述べた。 
 
4）作業管理手法 
・  コンピュータを利用した精密な工程計画を実現するためには、施工現場を更に効率的
に管理する手法の確立が必要とされた。代表的な作業管理手法として、集中揚重管理方
式、全体の工期を分割管理するマイルストーンシステム、基準階で問題を洗い出す先行
モデルフロアシステムが挙げられる。 
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・  集中揚重管理方式では、それまで建設会社が用意した機械で協力会社が自ら上げる方
式であったところ、内部リフトに対し揚重専従の人材(土工)を配置し、揚重コントロー
ルセンタとして揚重計画の管理を行った。協力会社はそれぞれの揚重計画に基づき 1週
間単位で揚重予定を揚重センターに提出し、揚重予定の前日に再度調整を行った。協力
会社に機械を貸し出すと事故や手待ち時間が発生したが、この方式を導入することで改
善に繋がった。また、リフトの可動能率を増大させる為、徹底したコンテナ・パレット
化が推進された。 
・  霞が関ビルの工程をみると、習熟効果の現れた 15 階から急激に作業スピードが上が
ったことが分かる。15 階以前の工程は、新しい工法・技術の導入による戸惑いから能率
が上がらなかった為である。朝日東海ビルではこの反省を活かし、あらかじめ工程にマ
イルストーンを設定することで、遅れが発生しても必ず追いつくように作業を管理した。
この工程を可能にするためには作業の初めから“慣れた状態”で作業にあたる必要があ
る。その為、朝日東海ビルでは 5階を実験フロアとして実際に工程全てを実験すること
で問題点をあらかじめ洗い出した。 
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2.4. 1980年代（巨大需要期） 
 
1）概要 
・  1980 年代は 70年代の建設需要の冷え込みから一転して、バブル景気へと突き進んだ
年代である。建築に対する投資が活発になり、土地の値上がりや建物の高級化が進んだ。
建設需要が激増し未曽有の建設ラッシュに直面した建設会社各社は、前年代で培った技
術を総動員しこの巨大需要を乗り切る必要があった。さらに、従来の供給をはるかに上
回る需要を限られた資源と労働力で乗り切るために省力化と生産性向上が追及された。 
 
2）機械化 
・  職人不足を背景に、人が行う作業を機械に置き換える建設ロボットの開発が盛んに行
われた。1980 年代初期にはコンクリートディストリビュータや耐火被覆ロボット、外装
取付ロボット、溶接ロボット、鉄骨玉外しロボット等様々な建設ロボットが開発・試行
され、バブル期に数多くが適用された。しかし、開発された建設ロボットは作業の一部
だけを自動化の対象としたものが多く、性能が不十分であることや採算に合わないこと
から次第に姿を消していった。更に、1980年代後半に入ると製造業の工場のような施工
現場を目指して、「作業環境の改善」、「天候に左右されない施工」、「施工日数の短縮な
ど生産性向上」、「建設廃材の大幅な削減」等を開発テーマにした全自動施工システムが
ゼネコン各社より開発された 29。これらのシステムは、主に建物を覆う外周部と内部の
揚重設備で構成され、天候の影響を受けず安定した環境・生産工程を維持することに成
功した。しかし、このシステムも採算面や個別対応性に課題があり、次第に姿を消した。
3.4 章で詳しく説明する。 
 
3）工業化 
・  要素技術を最適に組み合わせて経済性を追求する複合化構法の開発が進んだ。この期
間の多くのプロジェクトは、デッキプレートを地上で地組しユニットにして所定の位置
に取り付けるユニットフロア工法や外壁、小梁、バルコニーの PCa化等をはじめとする
多様な複合化工法が水平展開されている。清水建設の社史 30によると 1988 年の示達で
フラットデッキ工法の採用について不採用の場合はその理由を述べる事、基準階床面積
1000 ㎡以上請負金 30億以上の現場では床メッシュ鉄筋工法の採用を検討する事といっ
た指示が出されていることも明らかになっており、工業化工法採用の徹底ぶりを伺うこ
とが出来る。 
・  前年代で始まったコンピュータを利用した工事管理技術開発は職人の不足を補う形
で進み、散在する施工情報を集約・共有すべく IT 化が飛躍的に浸透した。1980 年代前
                            
29 山崎雄介「建築生産における施工技術の 30年」 
30 「清水建設二百年 生産編」 
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半より施工現場に対して原価管理や施工図CAD等を行うコンピュータの導入が進められ
同時に労務管理、安全管理、資材搬入管理、揚重管理、工程管理などの日常管理システ
ムが開発されて活用が始まった。1980年代後半には 3次元 CAD や CGの建築施工への活
用も始まった。清水建設では 1983年に IPEC（建設生産性向上推進グループ）を発足し、
「揚重機選択システム」、「工法選択システム」等を開発している。また、保有技術を A4
判 2ページ分かりやすく解説した「工法シート」からさらに重点的に活用する技術を「生
産性向上技術」にまとめている。施工業務に関しては技術情報検索システム、工事災害
予知システム、工事実績・保全情報システム、施工中の不具合データ検索システム、取
引業者指導評価システムの 5 システムからなるシミズ品質情報システムを構築した 31。 
 
  
                            
31 「清水建設二百年 生産編」 
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2.4.1. 梅田センタービル 32 
 
1）概要 
・  時代を象徴したインテリジェントビルとして竣工前から注目が集まり、設計・施工に
あたった竹中工務店の技術を結集して工事が進められた高層ビルである。高度な情報化
社会を表現する現代的なデザインが求められたことから高層部は全てクリスタルガラ
スで覆われ、梅田のシンボルとなっている。敷地はゴルフ場の跡地であり、細長い形状
をしている。また３方が鉄道及び高架道路と接しており最大限の安全性が追及された。 
 
・  梅田センタービルでは通常よりも大幅な工期短縮・人員削減が求められた。この背景
として、社を上げてインテリジェントビルを推進しており他社と差別化する為にも早期
に着工できる対象プロジェクトが求められていたこと、また、梅田センタービルは自社
ビル（発注者は竹中工務店の系列会社）として建設されたことから実験的な取り組みが
可能であったことが挙げられる。 
 
2）PCa フロアパネル工法 
・  従来の工事では柱・梁等の鉄骨構造材が全て工場で生産され現場では組み立てるだけ
なのに対し、床は型枠を兼ねるデッキプレートを敷き込んだ後コンクリートを打設し硬
化を待つという工程が必要であった。この場合両者の作業時間があっていないため時間
を有効に活用できていないといえる。そこで、梅田センタービルではあらかじめフロア
パネルを製造し揚重する PCaフロアパネル工法が採用されている(写真 18)。デッキプレ
ートの仮床から一歩進んで本設の鉄筋コンクリート床鉄骨梁との合成梁にしたもので
ある。鉄骨梁の建方段階で強度のあるコンクリート床が自動的に架設されることで安全
な作業床が構築される。具体的には、鉄筋コンクリートスラブと鉄骨小梁をスタッドジ
ベルで一体化し、現場での加工工数を少なくするため溶接金網が採用されている。また、
                            
32 「施工」1987年 10月、11月、12月 
所在地：大阪市北区中崎西 2-44--1 
建築主：竹中不動産 
設計監理：竹中工務店 
施工：竹中工務店  
工期：1985 年 3月～1987年 3月 (約 25か月) 
敷地面積：11606.72㎡ 
建築面積：3766.46㎡ 
延べ床面積：80088.46㎡ 
階数：地下 2階、地上 32階、塔屋 1階 
高さ：最高高さ 134.7m 
用途：オフィス 
表 5 梅田センタービル概要(写真出典：wikipedia) 
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版形状を少なくするために柱と PCaフロアパネルの接合部が標準化されている。鉄骨と
コンクリートスラブが一体化しているため工期短縮に繋がる。この工法の採用により、
従来の床デッキ工法に対して 54 日工期を短縮し、歩掛りも従来工法の 2/3となった。 
・  梅田センタービルで使用されたPCaフロアパネル工法について特筆すべき点はパネル
自体の大きさと製造から揚重までの工程である。パネル１枚の寸法は約３m×14mであり、
重量は 12tにも及ぶ。大型タワークレーンで揚重可能なギリギリの重量までパネルを大
型化することで揚重回数を削減し、高額な大型のタワークレーンのレンタル費を上回る
メリット(工期短縮・作業効率向上)を得た。梅田センタービルの施工担当者は、これほ
ど大きなPCaフロアパネルは初めてであり脱型時には固唾をのんで見守っていたと述べ
た。 
・  概要で述べたように梅田センタービルの敷地は3方を鉄道及び高架道路で囲まれてい
るため、資材搬送は北側に接する道路より行うしかなかった。その為大型部材の大量搬
入は困難であり、梅田センタービルの広い敷地内空地を活かしてサイト生産が行われた。
梅田センタービルの施工担当者は過去にサイト生産を行った経験があり、その経験が本
工事でもサイト生産に踏み切るきっかけとなったと述べた。サイト工場として必要な資
材置き場、製造ヤード、ストックヤードは写真 19 のように決定し、建方行程を日産 5
～12枚生産する為にサイトは 2か所、型枠は鋼製型枠が 12ベッドとされた。サイト工
場には協力会社を常駐させており、製造の外注化が始まっていたことが伺える。 
写真 18 PCaフロアパネルの取付(出典：「梅田センタービル物語」、p136) 
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・  梅田センタービルの PCaフロアパネル工法の欠点として挙げられるのが、パネルの割
り付けが多く生産時・取付時の管理が困難であった点である。図 8 は PCaフロアパネル
の割り付けを示した物である。オフィスの床は柱間隔に合わせて割り付けられ、長スパ
ンパネル、隅角部の交差パネル、間を埋める補助パネルで構成されている。建物の形状
上パネルの種類は 17 種類にも及んだ。パネルの種類を少なくすることは生産面でも施
工面でも生産性向上に繋がることから、その後の超高層ビルでは梅田センタービルでの
反省点を活かしパネルの種類の統一化が図られた 33。 
                            
33 梅田センタービルの施工担当者は、三井倉庫箱崎ビル(1989年竣工)、クリスタルタワービル(1990年竣 
工)等にも PCaフロアパネル工法が活用されたが、最終的には地上で設備のダクトを付け、耐火被覆まで 
して施工した PCaフロアパネルが開発されたと述べた。 
 
図 8 PCaフロアパネル割り付け図(出典：「施工」1987年 11月) 
写真 19 サイトプレファブ(出典：「梅田センタービル物語」、p137) 
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3）新揚重システム 
・  建設活動を単純化すると揚重運搬と取付作業の二つに分類できる。主に技術が必要な
のは後者の取付作業であるが、工事のタイムスケジュールは揚重運搬作業に左右される
ことが多く、効率的な揚重運搬システムが望まれた。また、事前に揚重資材量の調査を
行ったところ 1日当たりの揚重量が約 60回/日必要であることが判明した。過去の実績
から通常の揚重量は 40～45回/日であり、揚重能力の向上が求められた。 
・  梅田センタービルでは技能工に揚重運搬作業をさせずに、揚重専従班を結成すること
で揚重能力の向上を図った。揚重専従班は資材の荷降ろしから必要場所への揚重を請負
い、コンピュータを用いて揚重計画作成システムと資材搬送システムを運用することで
資材運搬・揚重に関わる全ての情報管理を行った。重運搬作業の能率を低下させる原因
として、人と資材・機械の調達に対するタイムラグが生じ、逆に資材が届いても作業員
が居なければ資材をストックしなければならず二次運搬が発生する点が挙げられる。特
に超高層ビルにおいては資材の揚重が重要であり、揚重専従班の設置による手待ち時間
の削減は大きな効果があった。 
 従来の揚重は鳶が担当していたが、揚重専従班は土工の中から選抜し独立した業務と
して揚重管理を行った。具体的には、協力会社が揚重量・時間といったスケジュールを
1 週間ごとに揚重専従班に提出し、揚重可能な枠を予約した。揚重専従班は協力会社が
予約した揚重スケジュールをもとに、揚重スケジュールの作成、資材の置き場所、上げ
下げする資材量(ゴミ、パレット等の降ろす物も含めて)の計算等を行った(資材の管理
は協力会社が行う)。揚重量は各協力会社が把握しており、建設会社が管理する必要は
無かった。揚重時間の管理は徹底しており、搬入可能な時間を指定することで資材搬入
のジャストインタイム化に成した。揚重枠の予約にコストを発生させることで必要最低
限の揚重量に抑える、といった協力会社の自発的な取り組みを促したことも大きな成果
と言える。結果として、在来システムと比較して揚重時間は 35%の短縮、揚重回数は約
2 倍の増加となった。高速リフトも梅田センタービルの規模では 2台用いるのが普通だ
が、1台で揚重量でまかなっている。 
・  工程管理と同時に労務管理もシステム化された。施工業務処理にコンピュータを導入
しわずかな入力でデータベースを構築する為に業務を設計図書の確認から施工図作成、
発注、検査、数量積算、施工記録等の 15 項目に整理し工程をパターン化するものであ
る。作業所での OA 化を所長レベルにまで展開して作業員の合理化を図るために 5 台の
コンピュータが作業所に導入された。しかし、実際にはコンピュータの操作が可能なの
は管理の人間だけであり、専門工事業者は後に手作業で記録を起こしていたためメリッ
トはごくわずかであった。また、労務管理システムでは作業員一人一人に磁気カード
(UCB カード)が配布され、コンピュータに登録された登録番号によって入退場時間の管
理が行われた(写真 20)。就労人員・時間を正確に把握し労務管理レベルを向上させるこ
とが目的とされていたが、梅田センタービルの施工担当者は磁気カードによる管理で優
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秀な人材を把握し、自社に囲い込む目的もあったと述べた。しかし、磁気カードは発行
自体に手間がかかったことが問題だった。同様の取組みを来年度からキャリアアップシ
ステムとして業界全体で採用する方針もある。 
 
写真 20 入退場における磁気カードの投入状況(出典：「施工」1987年 12月) 
  
  
3章 生産性向上の取組み  
  
40 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 3章 生産性向上の取組み 
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3.1. 概要 
 
・  「施工」の施工レポート約 35 物件を対象に生産性向上の取組みを分類した結果、PC
化、ユニット化、機械化、システム化に分類することが出来た。この 4 項目について、
概要と具体的な事例を紹介する。 
・ 表 6 「施工」調査対象物件リスト 
名称 竣工年 設計/施工 資料
霞が関ビルディング 1968年 山下寿郎設計事務所/鹿島建設 1967年1月、3月、6月
東京卸売りセンター 1970年 大成建設/大成建設 1970年2月、5月
鹿島建設本社ビル 1968年 鹿島建設/鹿島建設 1968年2月
竹平町ビル 1972年 三菱地所/大成建設 1972年4月
大阪大林ビル 1973年 大林組/大林組 1973年2月、1974年2月
横浜天理教館 1972年 竹中工務店/竹中工務店 1973年6月
三菱ビルヂング 1973年 三菱地所/複数 1974年2月
ホテルニューオータニタワー 1974年 大成建設/大成建設 1974年3月、5月
東京海上ビル 1974年 複数/複数 1974年6月
タキヒヨー丸の内ビル 1973年 竹中工務店/竹中工務店 1974年7月
西武新宿ビル 1977年 複数/複数 1977年8月、9月、10月
東京堂千代田ビル 1977年 日建設計/鹿島建設 1977年12月
阪急グランドビル 1977年 竹中工務店/竹中工務店 1978年7月
新宿野村ビル 1978年 安井建築設計事務所/熊谷組 1978年12月、1979年2月、3月
富国生命ビル 1980年 清水建設/清水建設 1980年9月、10月、11月
住友生命盛岡ビル 1981年 日建設計/複数 1981年5月
日本アイ・ビー・エム川崎ビル 1982年 松田平田坂本設計事務所/竹中工務店1981年11月
日比谷国際ビル 1981年 三菱地所/複数 1982年2月、3月
日本製糖本社ビル 1981年 日建設計/竹中工務店 1982年3月
トヨタ東京ビル 1982年 日建設計/複数 1982年7月
新宿NSビル 1982年 日建設計/大成建設 1982年12月
赤坂プリンスホテル 1982年 複数/鹿島建設 1983年6月
東芝ビルディング 1984年 清水建設/複数 1984年6月、7月、8月、10月、11月
新宿グリーンタワービル 1986年 日建設計/複数 1985年11月、12月
仙台第一生命タワービルディング 1985年 竹中工務店/複数 1986年2月
梅田センタービル 1987年 竹中工務店/竹中工務店 1987年10月、11月、12月
名古屋三井ビルディング 1987年 日本設計/複数 1988年3月
三井倉庫箱崎ビル 1989年 竹中工務店/竹中工務店 1988年10月、12月、1991年1月
新神戸オリエンタルシティ 1988年 竹中工務店/竹中工務店 1989年5月
芝浦スクエアビル 1989年 竹中工務店/竹中工務店 1989年9月
日本電気本社ビル 1990年 日建設計/複数 1990年7月
南海サウスタワーホテル 1990年 日建設計/複数 1990年9月
クリスタルタワービル 1990年 竹中工務店/竹中工務店 1991年1月
ビル自動化施工システム ― ― 1994年3月
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3.2. PC化 
 
・  鉄骨とコンクリートを比較すると、鉄筋は工場で加工出来る点から工業化が浸透して
いた。一方、コンクリート工事は型枠に流し込み成形する特徴から、生産過程に職人を
必要とし職人の技量による品質のばらつき、施工性の悪さが課題であった。そこで、コ
ンクリート部材を工場で生産し、品質向上、施工現場作業の単純化・標準化を図る PC
化工法が誕生した。作業現場では PC 化した柱・梁・床・壁等の部材を搬入し、それら
を組み合わせることで躯体が出来上がる。 
・  初期の PC 化は、柱や梁の単体を PCとする例がほとんどであった。1970 年に竣工した
東京卸売りセンターでは、1 層ずつ躯体や内外装の施工を完結させ同期化を図る積層工
法を実現するために柱、梁、階段、カーテンウォールといった大半の部材で PC 化が行
われた(写真 21)。部材の運搬を考慮し、地下 1階及び 1階を PC工場とする現地生産方
式(サイト生産方式)が採用され、打設・養生・脱型の一連の工程が施工現場で行われた
写真 21 東京卸売りセンターの PC梁の建方(出典：「施工」1970年 5月) 
写真 22 東京卸売りセンターの地下 1階 PC床板製作工場 
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(写真 22)34。 
 
・  その後 PC 化は浸透し、カーテンウォールやスラブも含めた様々な部材を対象とする
ようになった。ホテルニューオータニタワー(1974 年竣工)ではユニットバスの外壁を
PCとすることでホテルニューオータニ本館以上のユニット化に成功しており 35、西武新
宿ビル(1977 年竣工)ではホテルの間仕切り壁を PC耐震壁とする取り組みや、配管を囲
むシャフト壁を PC 化する取り組みがみられた 36。PC カーテンウォールは成型が容易で
設計上深みのある外観が作り出せること、PC の表面仕上げの多様性と遮音性、断熱性、
耐火性能に優れているといった要因から広く用いられた。霞が関ビルの施工担当者は、
PC カーテンウォールは重くメーカーが無かったため出来なかったと述べたが、1973 年
には大阪大林ビルで約 2.5m×4mの大型 PCカーテンウォールが採用され、色調や性能等
の実験が行われた 37。1974年に竣工した東京海上ビルでは表面に磁器質タイルを打ち込
んだ PCが使用され、PCカーテンウォールの表現が広がったことがわかる(写真 23)38。 
・  PC化の範囲拡大と同時に部材の大型化もみられた。前述した梅田センタービルでは 1
                            
34 「施工」1970年 5月 
35 「施工」1974年 3月、5月 
36 「施工」1977年 8月、9月、10月 
37 「施工」1973年 2月、1974年 2月 
38 「施工」1974年 6月 
写真 23 東京海上ビルの PCカーテンウォールの取付け(出典：「施工」1974年 6月) 
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枚の PCa フロアパネルを大型のタワークレーンで揚重可能なギリギリの重量(パネル１
枚:約 3m×14ｍ、12t)まで大型化することで揚重回数を削減している 39。 
・  更に、ハーフ PC や特殊形状の PC といった各建物に適した PC の開発も行われた。日
本製糖本社ビル(1981 年竣工)では、薄肉の PC板を外壁型枠のように建込み、コンクリ
ートを打設する PCaF 工法が採用されている。外装に対しタイルを用いる場合、タイル
の剥離・剥落といった危険性がある事からコンクリート打ち込み PC にすることが求め
られたが、この場合重量の制限がある場合に採用することは難しかった。しかし、PCaF
工法では半分現場でコンクリートを打つことで、従来採用できなかった場所へのタイル
PC カーテンウォールの導入を可能にしている 40。この時点ではまだ平板の薄肉 PC 板に
止まっていたが日本アイ・ビー・エム川崎ビル(1982年竣工)ではコーナーへの採用も可
能となっている 41。仙台第一生命タワービルディング(1985 年竣工)や新神戸オリエンタ
ルシティ(1988年竣工)では PC板に飛び出し部分を取付けることで様々な機能を付加し
た高機能 PC 部材の開発が行われた 42。 
  
                            
39 「施工」1987年 10月、11月、12月 
40 「施工」1982年 3月 
41 「施工」1981年 11月 
42 「施工」1986年 2月 
 「施工」1989年 5月 
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3.2.1. 日本アイ・ビー・エム川崎ビル 43 
 
1）概要 
・  当初外壁は一般的なプレキャストコンクリートによる設計であったが、コスト面の制
約により現場打ちのタイル打ち込み工法が選択された。 
 
2）タイル打ち込み PC板工法 
・  外装に対して、タイルの剥離・剥落の無いコンクリート打ち込み PC を用いることで
工数削減を図る取組みが行われた。しかし、重量の制限があるため、PCカーテンウォー
ルを採用が難しく、当時、タイル表現を採用できるケースは限られていた。日本アイ・
ビー・エム川崎ビルでは薄肉の PC 板を外壁型枠のように建込み、返し壁型枠を行い、
コンクリートを打設し、一体化を図る PCaF 工法を採用することでこれを克服している
(写真 24、25)。また、従来の PCaF 工法では平板のみであったが、日本アイ・ビー・エ
ム川崎ビルでは板の変形・トラス筋の開発・目地の検討・側圧の検討を重ねることで柱
型・梁型の PC板の製造に成功している。 
 
                            
43 「施工」1981年 11月 
所在地：川崎市川崎区日集町 1-14 
建築主：日本アイ・ビー・エム 
設計監理：松田平田坂本設計事務所 
施工：竹中工務店 
工期：(約か月) 昭和 55年 5月～57年 5月 
敷地面積：㎡ 6284 
建築面積：㎡ 3780 
延べ床面積：41537㎡ 
階数：地下 2階、地上 10階、塔屋 2階 
高さ：最高高さ m 
用途：オフィス 
表 7 日本アイ・ビー・エム川崎ビル概要(写真出典：松田平田設計事務所 HP) 
写真 24 梁型 PCaFのストック(出典：「施工」1981年 11月) 
  
3章 生産性向上の取組み  
  
47 
 
 
  
写真 25 柱型及び梁型 PCaFの建込み(出典：「施工」1981年 11月) 
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3.2.2. 仙台第一生命タワービルディング 44 
 
1）概要 
・  東北地方初の本格的高層建築であり、着工当時から各方面の注目が集まることから十
分な複合化構法の展開が求められた。仙台第一生命タワービルディングの施工の最大の
特徴は前例の少ない PCa板（以下 PC板）による横連窓型外装カーテンウォールである。
これを実現するために、基本設計の段階から設計者及び施工者が一体となって開発を進
めた。 
 
 
2) ト型 PCa 板 
・  仙台第一生命タワービルディングの外装はアルミサッシを横連窓にした PC 板による
カーテンウォールであり、通常の単窓でサッシを打ち込んだ場合より各部（PC板、サッ
シ、ガラス、シール）を別々に施工することが求められた。その為施工工数の大幅な増
加が予想されたが、工期からこれを克服する必要があった。在来の横連窓型 PC 板では
①ピース数が少ない②取付が容易である③ファスナー類が軽く少ない④調整が少ない
⑤取付時に安全である、といった要求への対応が難しい。この問題を解決する為の基本
方針を次の 4点としている。 
ⅰ）揚重ピース数を出来るだけ減らせる大型の PC板 
ⅱ）支持ファスナー部は大梁を避け鉄骨部分とする 
ⅲ）積層工法を更に効果的にするためのディティール 
ⅳ）PC板周辺部の部位・機能の複合化 
以上の方針を満たし、かつ、高層で作業員が外部に向かって身を乗り出すことなく安
全に施工出来るよう、図 9、写真 26 に示すように在来型の PC 板に床を付け、さらに雨水
                            
44 「施工」1986年 2月 
所在地：宮城県仙台市一番町 4-6-1 
建築主：第一生命保険株式会社 
設計監理：竹中工務店 
施工：竹中工務店、日本建設共同事業体  
工期：1983 年 6月～1985年 5月 (約 23か月)  
建築面積：3081.95㎡ 
延べ床面積：55540.1 ㎡ 
階数：地下 2階・地上 21階 塔屋 2階 
高さ：最高高さ 92.2m 
用途：オフィス、店舗 
表 8 仙台第一生命タワービルディング概要(写真出典：wikipedia) 
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侵入対策用防水 PAN機能を付加したト型の PC板が提案された。詳細は図 10 に示す。 
・ PC 板は面内剛性を高める為にト型となっており、揚重能力内で大型の PC板にすること
で作業能率を上げている。また、PC板及びファスナーの形状は統一し、標準化を図って
いる。ファスナーは PC 板取付時に安全に仮置きができ、直ちにタワークレーンを話せ
る機構となっている（取付目標は 25～30 ピース/日）。ファスナーを全て鉄骨躯体又は
PC板に打ち込むことで揚重・運搬作業を削減している。 
・  大型化したト型の複合 PC 板と取付用ファスナーの開発と実施により、以下の効果を
上げた。 
①ト型形状の効果により PC板の剛性が増大し、かつ剛度の高い柱付きのファスナーと 
することにより板の反り、たわみ、捩れを防止するなど設計上の性能が大幅に向上し 
た。 
②PC板の大型化と柱付きのファスナーとすることによりファスナー数が減少し、大梁 
の補強が不要になった。ファスナー改良による鋼材量のアップにも関わらず、在来型 
の PC板によるファスナー鉄骨量に比較し 40～60％好材料が減少した。 
③柱付きのファスナーにしたことで大梁上に PC板支持部ファスナーが無くなり、室内 
側の利用空間が大きくなった。 
④PC板をト型にすることで床部分を設備ウォールスルー用防水パン、先端部を巾木な 
図 9 ト型 PCの開発経過（出典：「施工」1986年 2月） 
写真 26 PC板形状（出典：「施工」1986年 2月 
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どの複合化が出来た。さらに、PC板と大梁間との床部分において床用デッキ受鉄骨、 
デッキプレート、コンクリート止め、コンクリート打設、大梁捩れ防止補強材などの 
省略によるコストダウンに繋がった。 
 
  
図 10 ト型 PC板詳細（出典：「施工」1986年 2月 
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3.2.3. 新神戸オリエンタルシティ・C345 
 
1）概要 
・  山陽新幹線新神戸駅の南に位置する都市型ホテルであり、ショッピングセンターと劇
場が併設されている。建物は内部に大きな吹き抜け空間を持っており、外観は超高層ビ
ルとしては初めて尖塔屋根が採用されている。地下鉄駅舎に接した敷地条件であり、特
に地下工事では綿密な事前の計画が行われた。同規模の超高層ビルの標準的な工期は 38
か月程度であるが、当建物の工期は 30.3 か月であったため、約 8 か月の工期を短縮す
る必要があった。その為、地上工事では低層棟の躯体工期短縮のために低層棟の躯体工
事を 1～4階、5～12階の工区に分け、5階にデッキプレートを敷き作業床とした。下層
は通常通り 1階の躯体から工事を着手し、2工区同時に施工を行うことで工期短縮に繋
げた。また、平面的にも 8つの工区に分割し、垂直タクトと水平タクトを組みあわせる
ことで作業員配置の効率化を図った。 
 
2）バルコニー一体型 PCa板 
                            
45 「施工」1989年 5月 
所在地：神戸市中央区北野町 1 
建築主：神戸セントラル開発 
設計監理：竹中工務店 
施工： 竹中工務店 
工期： 1986 年 3月～1988年 9月(約 30か月) 
敷地面積：18190 ㎡ 
建築面積：㎡ 
延べ床面積：136510 ㎡ 
階数：地下 3階、地上 37階、塔屋 1階 
高さ：最高高さ 158m 
用途：ホテル、商業施設、劇場 
表 9 新神戸オリエンタルシティ・C3概要(写真出典：wikipedia) 
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・  超高層建築では揚重計画が工期決定の一つの要因となるが、ホテルに必要なバルコニ
ーを従来のように外壁板と分割していると工期、安全性、コストと様々な面から問題が
あった。新神戸オリエンタルシティ・C3ではバルコニー一体型 PCa板（図 11、12）を開
発・施工し工期の短縮に繋げた。バルコニー付きの PCa板で問題になるのが、その形状
の複雑さからコンクリートの充填や型枠脱型が困難な点である。そこで新たな手法とし
て、まずバルコニー部分（床、手摺等）をあらかじめ製作し外壁板打設時に一体化する
二度打ち一体化工法（図 13）を実施した。バルコニー一体型 PCa板の実施により工期は
約 40％短縮、コストは約 10%減少した。削減高所作業が減ったことから安全性の向上に
も繋がった。 
 
 
図 13 製作手順（出典：「施工」1989年 5月） 図 12 バルコニー一体型 PCa板（出典：「施工」1989年 5月） 
図 11 接合部詳細（出典：「施工」1989年 5月） 
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3.3. ユニット化 
 
・  内装工事は取り扱う材料の数量が膨大であり、前後工事との関連も多いといった特徴
から、様々な職種が関わり作業が細分化しやすい工程である。その為無駄も多く存在し、
これを克服するために工場で内装下地・仕上げ材・設備機器等の部品をあらかじめユニ
ット化し、施工現場では取付作業のみとする取組が盛んに行われた。浴室、トイレ、天
井といった部位は特に多くの職種を必要としていたが、1960年代にはユニットバス・ユ
ニット天井といった規格品が製造され一般に採用され始めた。更に、揚重効率を高める
取り組みとして内装パネルや窓等の部材をコンテナにユニット化する例もみられた。揚
重機の性能向上に伴い、鉄骨・デッキプレートを平面ユニットとして組立て一括して揚
重して取り付けるユニットフロア工法のように躯体部材をユニット化する例もみられ
た。 
 
1）内部のユニット化 
・  1964 年に竣工したホテルニューオータニ本館では、浴室がユニット化されている。ホ
テルニューオータニ本館は鉄骨造の 17 階建て、高さ約 70m の高層ホテルである。施工
にはすでに住宅でプレファブ工法に通じていた大成建設が担当している。工期はわずか
15 ヶ月であったが、従来の工法では 25か月かかると予想されたもので、工程上クリテ
ィカルになる浴室に対してプレファブ化を行った。バスユニット(写真 27)はスチールフ
レームの中にあらかじめ工場でバスタブ、便器、洗面器およびの配管をセットしたもの
で、壁、天井、扉も工場で仕上げることで現場では取付作業のみで済ませている。この
取付作業は１カ所当たりわずか４時間程度で済んだと記録されている 46。更に、10年後
に完成したホテルニューオータニタワーではホテルニューオータニ本館では行われな
かったユニットの外回りの設備配管にまで範囲を広げたユニット化が行われた行われ
た。パイプシャフトや吹き出しダクト、空調用ファンコイル等をあらかじめ工場内で配
管することで、所定の位置への取付後浴室作業が皆無となる 47。1987 年に竣工したの梅
田センタービルではトイレで同様の配線、配管、ダクト類まで一体化したユニット化が
実施され、設備職種をトイレユニットと主幹の接合を行う 1社のみにすることに成功し
ている 48。 
                            
46 梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
47 「施工」1974年 3月、 
「大林組百年史」 
梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
48 「施工」1987年 10月、11月、12月 
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写真 27 ホテルニューオータニ本館のバスユニット(出典：「建築生産の技術」、p73) 
 
・  天井も部材が多い部位であることから、天井内装、天井下地、照明器具、空調設備等
を組み合わせ天井を完成させる取り組みが盛んに行われた。1968 年に竣工した霞が関ビ
ルではあらかじめ天井設備一式を納めたライン枠を製造し、施工現場ではライン枠取付
け、ボード張付け作業のみとした 49。1972年に竣工した竹平町ビルでは予算の制限から
照明器具等は既製品を使用し、スチールフレームのみ特注したユニット天井が採用され
ている 50。同様に、タヒキヨー丸の内ビルでもユニット天井が採用されている。天井内
配線を工場にて加工し、照明器具に配線コネクターを先付けることで工事現場での照明
器具接続工数を大幅に省力化している 51。 
・  設備の配管工事に関しても、複数の配管をまとめて一つのユニットとして工場生産す
る工法や、構造部材と複合化して現場で取付ける工法が開発され、霞が関ビル(1968年)
ですでに採用されている。1989年に竣工した芝浦スクエアビルでは竪シャフトの設備配
管を建方の節ごとに工場で大型ライザーユニット(写真 28)として製品化し、建方と同時
に設置している 52。更に、1977年に竣工した西武新宿ビルではパイプシャフトを取り囲
むシャフト壁自体を PCで一体として製造し搬入・取付けを行う例がみられた 53。 
                            
49 「施工」1967年 1月、3月、6月 
50 「施工」1972年 4月 
51 「施工」1974年 7月 
52 「施工」1989年 9月 
53 「施工」1977年 8月、9月、10月 
  
3章 生産性向上の取組み  
  
56 
 
 
 
2）躯体のユニット化 
・  1970 年竣工の東京卸売りセンターでは型枠をユニット化する取り組みが行われた。積
層工法を採用した本工事では現場打ちコンクリートの施工か所は柱・耐震壁・階段室壁
に限定されており、精度・重量・転用回数等の条件からアルフォームに特殊塗装を施し
たものをユニット化した「アルフォーム FN」が用いられた。既製品のサイズにこだわる
ことなく階高や形に従って加工することが出来、締め付け付属品の削減、組み立て工数
の削減に繋がっている。柱部分に関しては 4枚のパネルを L字に組み合わせて 1ユニッ
トを作り、建込みを行っている。壁部分は長尺物のアルフォーム押し出し材を 3枚組み
合わせ、壁面を構成した。ユニットの結合は全てボルトで緊結する(写真 29)。型枠は軽
量であり簡単に持ち運ぶことが出来る 54。 
・  鉄筋工事に関して、地上で先組すると運搬車の積載能力が下がる点や広いストック面
積を必要とすると点が問題であった。これを解決する取り組みとして、1981 年竣工の住
友生命盛岡ビルでは折り重ね式の先組工法が開発された。この工法では鉄筋交差クリッ
プが開発され、先組した状態で鉄筋を折りたたむことに成功している(図 14)55。 
                            
54 「施工」1970年 2月、5月 
55 「施工」1981年 5月 
写真 28 芝浦スクエアビルのライザーユニット(出典：「施工」1989年 9月) 
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・  1980 年竣工の富国生命ビルではカーテンウォールを専用の搬送用コンテナに収納し
揚重を行っている。このコンテナは工場内の仮置き・現場への運搬・所定階への荷上げ
といったすべての工程で用いられ、横移動も人力押せるように計画されている 56。 
・  揚重機の性能が向上すると、次第に大型部材同士を組み合わせるユニット化行われる
ようになった。朝日東海ビル(1971 年竣工)の施工担当者は、ユニット化の先駆けとして、
                            
56 「施工」1980年 9月、10月、11月 
写真 29 東京卸売りセンターの壁型枠の建込み作業(出典：「施工」1970年 2月) 
図 14 住友生命盛岡ビルの折り重ね説明図(出典：「施工」1981年 5月) 
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鉄骨梁を揚重する際にワイヤーで配筋、配管等をぶら下げ同時に揚重し、揚重後書く作
業を一斉に始めることが出来たと述べた。 
・  1978 年に竣工した新宿野村ビルでは小梁のピース数が他の超高層ビルと比べて多く
揚重対策を講じる必要があった。そこで、図 15 に示すような特殊治具を考案し、小梁
と大梁を一体化した。揚重時は小梁と大梁を折りたたみ揚重し、大梁の建て入れ後に治
具を 90°回転させ小梁を連結する 57。 
 
図 15 新宿野村ビルの小梁の取付方法と特殊治具(出典：「施工」1979年 2月) 
 
・  1984 年に竣工した東芝ビルディングでは 1 スパン分のデッキプレートをそれぞれの
小梁に先付けしたものを 1ユニットとして揚重し、大梁のフランジを利用してスライド
させる工法を採用している。デッキプレート敷き込みは作業員の墜落災害などの危険を
はらんだ作業であるが、この工法の採用により 1スパン分をまとめて揚重できるように
なったことから作業能率の向上に繋がった。小梁と大梁の間およびデッキプレート下に
はキャスターが取り付けられ、人力で水平移動させることができる 58。 
・  1986 年に竣工した新宿グリーンタワービルでは小梁 3本とデッキプレートをあらか
じめ地組し 1つのピースとして取付ける床板ユニット工法が採用されている(図 16)。小
梁には地組合わせ用のボルト穴および大梁取付側のフランジに切欠きをも設けるとい
った工夫をし、施工性能を高めている 59。  
                            
57 「施工」1978年 12月、1979年 2月、3月 
58 「施工」1984年 6月、7月、8月、10月、11月 
59 「施工」1985年 11月、12月 
図 16 新宿グリーンタワービルの床板ユニット(出典：「施工」1985年 12月) 
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3.3.1. ホテルニューオータニタワー60 
 
1）概要 
・  1964 年に竣工したホテルニューオータニ本館は合理化施工を駆使し、当時としては異
例の 15ヶ月という工期で建設された。ホテルニューオータニタワーはより一層のプレ
ファブ化を図ると同時に、経済性・安全性が追及された。 
 
2）浴室ユニット 
・  ホテルニューオータニ本館ではスチールフレームの中にあらかじめ工場でバスタブ、
便器、洗面器およびの配管をセットした浴室ユニットを製造し、取付作業を簡略化した。
しかし、行く室ユニットはメーカーの工場で製作され、現場の仕上げ工程に入ってから
搬入されるため外回りの作業は施工現場でやらざるおえなかった。しかし、ホテルニュ
ーオータニタワーでは 2階を製造工場とすることで、バスルームを丸ごとコンクリート
で作り、配管・設備類をセットしたバスユニットの製造に成功している(写真 30)。完成
された浴室ユニットは所定の位置に据え付けられると、据付け後の内部作業は皆無で付
属のパイプシャフト内の竪配管の繋ぎ、点検口の取付等のみで作業終了となる(写真 31)。 
                            
60 「施工」1974年 3月、 
「大林組百年史」 
梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
所在地：東京都千代田区紀尾井町 4 
建築主：ホテルニューオータニ 
設計監理：大成建設 
施工：大成建設 
工期：1972 年 7月～1974年 8月(約 25か月) 
敷地面積：65,388㎡ 
建築面積：7,060 ㎡ 
延べ床面積：85,252㎡ 
階数：地下 1階、地上 40階、塔屋 3階 
高さ：最高高さ 144m 
用途：ホテル 
表 10 ホテルニューオータニタワー概要(写真出典：wikipedia) 
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写真 30 バスユニット外壁製作ヤード(出典：「施工」1974年 3月) 
 
写真 31 バスユニットの据付け(出典：「施工」1974年 3月) 
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3.3.2. 西武新宿ビル 61 
 
1）概要 
・  西武新宿ビルは新宿の繁華街に位置する商業施設、ホテル、レストラン等の複合ビル
である。西武新宿線のターミナル上に建設されることから、厳しい施工条件で工事が行
われた。また、敷地は極端に細長く建物は南北に 120m、東西に 35mとなることから南側
1カ所にしか資材搬入口が取れず、施工計画は慎重に行われた。 
 
 
2）PC耐震壁と大梁のユニット化 
・  ホテル階の PC 耐震壁は各スパンに 2枚取付けることから施工量が多いことが課題で
あった。その為、西武新宿ビルでは PC耐震壁と鉄骨大梁を一体とする特殊治具を開発
し、建方と同時に吊り込む工法を採用している(写真 32)。PC耐震壁の内部には鉄骨ブ
レースが V型に入っており、ブレース先端と大梁フランジ下端を溶接して一体としてい
る。取付後下部は大梁とボルトで締め付けることが出来る。一体となった大梁の重量は
7tで、タワークレーンで揚重可能な重量ギリギリであった。後で耐震壁を梁と梁の中に
差し込む工法と比べると、揚重回数の削減に繋がり、後で差し込むための足場がいらな
いことから安全作業にも繋がっている。 
 
                            
61 「施工」1977年 8月、9月、10月 
所在地：東京都新宿区歌舞伎町 30-2 
建築主：西武鉄道 
設計監理：西武鉄道、清水建設建築設計本部 
施工：西武新宿ビル新築工事共同事業体 
（清水建設、前田建設工業、西武建設） 
工期：1974 年 3月～1977年 2月(約 24か月) 
敷地面積：7,969 ㎡ 
建築面積：2,836 ㎡ 
延べ床面積：51,470㎡ 
階数：地下 4階、地上 25階、塔屋 2階 
高さ：最高高さ 94.8m 
用途：ホテル、店舗、駅舎 
表 11 西武新宿ビル概要(写真出典：wikipedia) 
写真 32 治具上で大梁と PC耐震壁の一体化溶接(出典：「施工」1977年 8月) 
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3）PCユニットシャフト 
・  従来のパイプシャフトユニットはフレーム内に配管を組み込み、鉄骨工事と並行して
揚重を・据付けを行っていた。西武新宿ビルでは配管フレームをやめ、シャフト周りの
壁を PCコンクリートとして設備と一体化させている(写真 33、図 17)。鉄骨建方と並行
して据付けを行うことで仕上げ工事の早期着手が可能になり、工期短縮に繋がった。省
力化については、先行してシャフトを据え付けているため上下作業が少なくなり、作業
員の削減に繋がった。シャフト生産は工場で行われ現場内での加工が最小限になったこ
とから、作業効率も向上した。また、部品資材がパーツ化され残材発生もなく荷降ろし
もコンテナ回収だけとなったことから揚重負担も減少した。 
・  ホテル階の鉄骨の 1節は 4フロアとなっており、揚重・運搬の面から PCユニットシ
ャフトの大きさは 2階分約 6mとなった。取付は、鉄骨小梁にファスナーを先付けし、
PCシャフトに埋め込まれたボルトをファスナーに固定する方法が採用されている。 
 
  
図 17  PCユニットシャフト据付け図(出典：「施工」1977年 8月) 
写真 33 配管組立(出典：「施工」1977年 8月) 
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3.3.3. 富国生命ビル 62 
 
1）概要 
・  内幸町・日比谷地区初の超高層ビルであり、格調高く将来的に見劣りしないビルを目
指して、単位面積当たり当時の一般的なオフィスビルの 1.5 倍の建設費が投じられた。
地下工事では山止め壁体と自動計量システムの開発、地上階工事では三段跳び工法によ
る鉄骨の各節ごとに最上階スラブコンクリートの先行施工法の採用や、外周部の鉄骨溶
接工事、耐火被覆工事、シール工事等の施工を全部まかなえるトロリーゴンドラ工法に
よる作業のシステム化等の工法が採用されている。 
 
2）アルミカーテンウォールのユニット化 
・  富国生命ビルの外装カーテンウォールは均質な色調が得られやすく、技術的にも安定
したアルミプレートのカーテンウォールが採用された。カーテンウォールのエレメント
は柱パネル、梁パネル、額縁パネル、サッシの 4種類に区分されるが、この場合取付け
用ファスナーの個数が多くなる、工程が多くなるといったことから工期がかかる、現場
打ちシールの長さが長くなり弱点が多くなるといった欠点があった。そこで、富国生命
ビルのカーテンウォールは柱ユニットと窓ユニット（梁、額縁、サッシを一体化にした）
の 2分割方式が取られている。 
・  ユニット化に際し、工場製作時の製品の精度の確保と運搬・仮置き用コンテナの問題
を解決する必要があった。製品精度についてはチェック項目を増やし、かつ、製作用作
業台、部材取付用治具、検査用治具、組み立て用治具を工夫することで精度を確保した。
さらに運搬・仮置き用のコンテナについては工場内で製作完了したものに傷をつけない
ような仮置き方法と、ストックヤードとの関係から収納コンテナを製作した(写真 34、
                            
62 「施工」1980年 9月、10月、11月 
所在地：東京都千代田区内幸町 2-2 
建築主： 
設計監理：清水建設 
施工： 清水建設 
工期： 1977 年 4月～1980年 1月(約か月) 
敷地面積：7453 ㎡ 
建築面積：2189 ㎡ 
延べ床面積：89,784 ㎡ 
階数：地下 5階、地上 29階、塔屋 1階 
高さ：最高高さ 120m 
用途：オフィス 
表 12 富国生命ビル概要(写真出典：wikipedia) 
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35)。このコンテナは人力で横移動が出来るようになっており、このまま荷上げや仮置
き時にも使用できる。柱ユニットは 4段収納、窓ユニットは 2段収納とし、製品を上か
らセットし上段のコンテナ枠を組み立てて次の製品を収納できる仕組みである。柱ユニ
ットはコンテナのままフォークリフトで高速リフトに載せ、窓ユニットはタワークレー
ンで取付け階近くの跳ね出し構台にコンテナのまま揚重した。現場の取付は 1フロアご
とに外装を完成させ上階に進める方式をとり、1フロア 6日のタクトで実施された。 
・  柱の取付に際しては四隅のコーナー柱を先行し、中間の柱の位置決めは全てコーナー
柱を基準とした。窓ユニットは柱の位置決めが完了後、両隣の柱を基準として取付、レ
ベルは各階の中央イブの柱に設けた基準墨より、各パネルごとに 1個ずつ確認しながら
ユニットのセットを行った。  
写真 35 窓ユニット搬送用コンテナ(出典：「施工」1980年 10月) 
写真 34 窓ユニット搬送用コンテナ(出典：「施工」1980年 10月) 
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3.3.4. 東芝ビルディング 63 
 
1）概要 
・  東芝ビルディングは港区芝浦地域の再開発のシンボルとして、TQC による施工品質を
重点に置いて建設された。対象敷地周辺は東京湾と、鉄道、高速道路が近接し工事には
厳しい状況であったが、「QC 工程管理」を実施することで品質を確保した。 
 
2）床板デッキプレートスライド工法 
・  デッキプレート工法は、デッキプレートを人力で並べていくのが一般的だが、東芝ビ
ルディングでは、1スパン分のデッキプレートと小梁をユニット化したものを 1ユニッ
トとし、揚重後大梁のフランジを利用してスライドさせる工法が採用されている。1ス
パン分をまとめて揚重することができ、作業能率の向上につながっている。小梁と大梁
の間およびデッキプレート下にはキャスターが取り付けられ、人力で水平移動させるこ
とができる。（図 18、19、20） 
 
 
                            
63 「施工」1984年 6月、7月、8月、10月、11月 
所在地：東京都港区芝浦 1-1-1 
建築主：港建物株式会社、第一生命保険相互会社  
設計監理：清水建設  
施工：清水建設、鹿島建設共同企業体 
工期：1981年 8月～1984年 3月(約 32か月) 
敷地面積：34,525㎡ 
建築面積：16,464㎡ 
延べ床面積：3,459㎡ 
階数：地上 40階、地下 3階、塔屋 1階  
高さ：最高高さ 166.7m 
用途：オフィス、店舗  
表 13 東芝ビルディング概要(写真出典：wikipedia) 
図 18 1スパン分のデッキプレートの先組要領(出典：「施工」1984年 6月) 
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図 19 小梁と大梁の間のキャスター(出典：「施工」1984年 6月) 
図 20 デッキプレートの間のキャスター(出典：「施工」1984年 6月) 
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3.4. 機械化 
 
・  現在使用される大型建設機械の大半は 1960 年代までに原型が開発され、その後は改
良を重ねることで性能の向上を図っていた。特にタワークレーンとコンクリート打設に
関する機械は長期にわたる改良がみられ、高層ビルに本格的に導入が始まった当初のタ
ワークレーンは 200t・mであったが、日本電気本社ビル(1990 年竣工)では 900t・mまで
到達し床デッキプレートを小梁に先付けする「床板ユニット工法」の採用を実現してい
る 64。1980 年代に突入すると各建設会社で類似した建設ロボットが開発され、約 150
種 65もの建設ロボットが誕生した。しかし、大半の建設ロボットは普及に至っていない。
この要因として、作業システムとして組み込まれていない要因(障害物、変形型の部品
等)が発生した場合に建設ロボットの自動装置では対処できなかったことが挙げられる。
また、全自動施工システムの開発も各建設会社で一斉に行われており、1980 年代の機械
化の要求が職人不足から来る自動化・無人化に集中していたことが分かる。 
 
1）建設機械 
・  建設工事において建設機械が初めて導入されたのは、当時はまだ珍しい鉄骨造の大規
模工事であった丸の内ビルディング(1923 年竣工)とされている。この工事では米国から
揚重機やガイデリックが輸入され、工事に導入された 66。「機械化」施工はその後しば
らく建築工事で実施されることはなかったが、1950年代に入ると活発に海外から建設機
械が輸入され、次第に国産でも性能の良い建設機械が開発されるようになると作業の機
械化が急激に進んだ。 
・  高層ビルは階数が増えるとそれに比例して資材や人員が必要となり、持ち上げる距離
も増える。その為、揚重能力の向上は超高層建築の生産性向上に大きな影響を及ぼした。
特に日本の大規模な施工現場で一般的に用いられるタワークレーンは目覚ましい発展
を遂げ、1959年頃からの超高層建設に向けた機運の盛り上がりに伴い国産機械の開発が
盛んに行われた。 
・  タワークレーンが国内で初めて用いられたのは 1953、4年頃のことで、清水建設が西
独・カイザー社から輸入し、東京電力新火力発電所の鉄骨工事に用いた。1961 年には同
様に西独から輸入されたクライミング式タワークレーン 28t・m が工場の工事で用いら
れている。1965年に第一生命大井町本館新築工事において 180t・mの大型タワークレー
ンが用いられた 67。1968 年には霞が関ビルで 200t・mのワイヤー式タワークレーンが用
いられている。国産のタワークレーンは 1960 年に清水建設と石川島播磨重工業が共同
                            
64 「施工」1990年 7月 
65 加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店より筆者推計 
66 加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
67 「竹中工務店九十年史」 
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開発した「油圧式フロアクライミング機構」を装備した大型高揚程クライミングクレー 
ン JCC－200W がはじめとされている。この油圧式クライミング装置は安全性に優れ、昇
降作業時間を大幅に短縮できたことからその後、ほとんどの建築用クライミングクレー
ンに採用された 68。 
・  1962 年に体育館の工事で初めて国産(呉造船所製)の起伏式ジブクライミングクレー
ン 45t・mが使用されると、1963年に下関の山口銀行本店で 90t・m、原宿のコープオリ
ンピアで 120t・mと性能の向上が図られた。さらに、1964 年に丸善名古屋ビルや第一生
命大井町本館で 180t・mのマストを切り離したクレーンクライミングの採用、1970 年に
朝日東海ビルやホテルグランドパレス、阪急ターミナルビルにおいて油圧クライミング
式 200t・m クレーンが導入されている 69。移動式クレーンでは 1953 年頃からクローラ
ークレーン、トラッククレーンの輸入が始まり、1957 年に清水建設と神戸製鋼所の共同
開発によるトラッククレーンが開発された。仮設資材の垂直運搬機械としては大型リフ
トが開発され、清水建設が製作した「超高層用高速高揚程リフト」（昇降速度毎秒 90m、
最高揚程 300m、積載荷重 2.5t）が超高層用リフトの先駆けとなった 70。 
・  生コン工場は 1949 年東京コンクリート工業株式会社が製造に着手したのが日本最
初 71と言われており、これに伴い 1950 年頃から生コンの使用が開始された。1952 年に
清水建設、日本セメントならびに小田急電鉄による「東京コンクリート」が設立され、
トラックミキサー車が開発されたことから次第に生コンが普及した 72。コンクリート打
設に関しても機械化が浸透した。それまでのコンクリート打設は通常コンクリートタワ
ーでバゲットに入れたコンクリートを高所に運んだあと人力によりカートで運ぶ労働
集約型の典型的な作業であった。しかし、建物が高層化するにつれ搬送・揚重が工事の
大部分を占めるようになると、1957 年頃よりコンクリートポンプによる打設が始まり打
設能力が高まった 73。1964年に愛知県の業者が定置式コンクリートポンプをトラックに
搭載した自走式コンクリートポンプ車(写真 36)が実用化され、1966 年に米国からブー
ム付きコンクリートポンプ車が輸入されるとコンクリートポンプ工法は急激に浸透し
た 74。コンクリートポンプの性能向上により、横浜天理教館(1972 年竣工)では 102m75、
新宿野村ビル(1978年竣工)では 200m を超える高さへの圧送に成功している 76。 
 
                            
68 「清水建設二百年 生産編」 
69 「竹中工務店九十年史」 
70 「清水建設二百年 生産編」 
71 「大成建設 140年史」 
72 「清水建設二百年 生産編」 
73 梅村魁「建築生産の技術 計画・施工・管理」丸善株式会社 
74 榎本精一「特集 20世紀のコンクリート工学発展史 2．材料・施工技術」コンクリート工学 Vol.40、 
No1、平成 14年 1月号 
75 「施工」1973年 6月 
76 「施工」1978年 12月、1979年 2月、3月 
写真 36 初期のコンクリートポンプ車(出典：「20世紀のコンクリート工学発展史」、コンクリート工
学 Vol.40、No1、平成 14年 1月号) 
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2）建設ロボット 
・  1970 年代以降製造業を中心に産業用ロボットが急速に普及したが、建設業では屋外作
業が多く、取り扱い資材が重い、作業が一定でないといった要因から普及が遅れていた。
しかし、1970年代後半になると慢性的に続いていた労働者不足や技能工の高齢化が深刻
化し、労働者の苦渋作業の排除、安全の確保､労働環境の改善を目的として建設ロボッ
トの開発が盛んに行われた。1978年に日本産業用ロボット工業会において内外装に関す
る委員会が発足すると、以後鉄筋組み立て、型枠組立の自動化の開発が行われた。1980
年頃には大手会社での自動化の研究がはじまり、1982 年には建設作業ロボット化共同研
究プロジェクトが早稲田大学システム科学研究所と大手建設会社9社及びロボットメー
カー2社によって始まった 77。 
・  建設ロボットとして初めて実用化に至ったのは 1982 年に清水建設により開発された
耐火被覆吹付けロボット（以後、SSR-1）である。SSR-1に改良を加えた SSR-2は東芝ビ
ルディングなど複数の現場で採用され、SSR-3 では梁寸法を入力するとロボットの動作
が自動的に制作されるシステムまで到達している。その後も各社から火被覆ロボットや
外装取付ロボット、溶接ロボット、鉄骨玉外しロボット等様々な建設ロボットが開発・
試行され、バブル期に数多くが適用された(表 14)。幕張テクノガーデンの工事では試験
的に「床均しロボット」、「天井ボード張りロボット」、「壁ボード張りロボット」が導入
され 78、富士見町山縣ビルではコンクリート水平ディストリビュータが実用化された 79。
しかし、開発され適用された建設ロボットは、作業の一部分だけを自動化の対象とした
ものが多く、また従来の建築工法を前提としているため、工事全体において生産性の大
幅な向上を果たすまでには至らなかった。早稲田大学システム科学研究所の長谷川幸男
教授は「現在 100種類以上の試作機を数えながらも建設作業ロボットが未だロボット設
置台数の統計に現れていない点からも、問題の難しさが理解できる。」80と記している。 
                            
77 加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
78 「清水建設二百年 生産編」 
79 「竹中工務店九十年史」 
80 「建設作業のロボット化」工業調査会、1996年 6月 
  
3章 生産性向上の取組み  
  
70 
 
 
表 14 建設ロボットの開発事例（出典：「次世代建築生産」、p143） 
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3）全自動施工 
・  1980 年代後半になると、単一作業を対象とする機械化・自動化から建築生産そのもの
をより工場生産に近づける“自動化施工”の開発が建設会社各社で一斉に行われた。「作
業環境の改善」､｢天候に左右されない施工」､｢施工日数の短縮など生産性の向上」､｢建
設廃材の大幅な削減」などを開発テーマに、全天候型機械化施工や全天候型自動化施工
などの新しい建設方式が考案された。1989 年に大林組が「全自動ビル建設システム」を
発表すると、これに続いて竹中工務店が「ルーフプッシュアップ工法」、大成建設が「T
－UP工法」、清水建設が「スマートシステム」を発表している 81。 
・  これらのシステムは、施工現場全体に大きな屋根をかけて工場のようにしてしまい、
その覆い部分が施工の進展とともにせり上がっていくものである。覆い内部にはタワー
クレーンの概念と異なる天井走行クレーンが組み込まれている。後ほど大林組が開発し
た「全自動ビル建設システム」を紹介する。 
・  開発されたシステムの大半は設備投資が莫大な金額となり、経済環境が厳しくなるに
つれて、全天候作業環境を維持しつつも自動化範囲を限定し簡略化することで機械装置
の汎用化を図るなど、コスト低減を模索しながら改良された。しかし、全てのシステム
が現在活用されていない。 
  
                            
81 加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
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3.4.1. 阪急グランドビル 82 
 
1）概要 
・  新梅田駅近くの敷地に建つ阪急グランドビルの工事では安全性が第一に求められた。
終日大量の人・車交通を有する梅田地区のど真ん中であり、騒音・飛来による第三者災
害防止のために在来建物の外周をシートで包んだ後、さらに遮音性の高いパネルを張り
その中で工事が行われた。 
2）中硬練りコンクリート掲送システム 
・  阪急グランドビルではコンクリート躯体の亀裂防止策としてスランプ 18 ㎝以下の中
硬練りコンクリートが持ちいられたが、既存のコンクリートポンプでは高層階への掲送
能力が不足してるうえ、反転式のバスケットではコンクリートが飛散する恐れがあった。
この問題に対処するために、掲送システムが開発された。コンクリート打設計画では、
スランプを満たしつつ 13 階までは垂直揚重・水平送り共に大型ポンプ車によるポンプ
圧送、14階以上はコンクリートタワーによる垂直揚重を行い水平送りは小型定置式コン
クリートポンプによるとされた。実際の打設はそれぞれの揚重量・吐出量をもとにコン
クリート容量が決まり、1フロアを 3分割してそれぞれ 1日、予備日 1日を含めて 1フ
ロア 4日のタクトで進められた。新しく開発された掲送システム(写真 37)の改良点を以
下に述べる。 
ⅰ）コンクリートバケット 
・  中練りコンクリートの流出をよくするためにバケットの形状を細長いホッパーとし
コンクリートヘッドを確保した。バケット反転方式はコンクリートの飛散と振動を防止
する為スウィングバケット方式とした(図 21)。 
                            
82 「施工」1978年 7月 
所在地：大阪市北区角田町 41 
建築主：阪急電鉄 
設計監理：阪急電鉄、竹中工務店 
施工： 竹中工務店 
工期： (約か月) 
敷地面積：17465.64㎡ 
建築面積：14597.48㎡ 
延べ床面積：188281.64㎡ 
階数：地下 3階、地上 32階、塔屋 1階 
高さ：最高高さ 127.035m 
用途：オフィス、百貨店、銀行、店舗 
表 15 阪急グランドビル概要(写真出典：wikipedia) 
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ⅱ）クライミングステージとタワーホッパー 
・  コンクリートの水平送り用に小型定置式コンクリートポンプを選定したため、それを
載せる作業用ステージとタワーホッパーの一体化を図りセルフクライミング方式とし
た。 
ⅲ）コンクリートタワーと小型定置式コンクリートポンプ 
・  コンクリートタワーの打設能力について、24階（高さ 89m）打設時に実測した結果 1
サイクルの所要時間が約 4 分であり、計算値との誤差はわずか 6％であった。その為、
初期のコンクリート工事目標を達成することが出来た。  
図 21 コンクリートバケットの形状(出典：「施工」1978年 7月) 
写真 37 コンクリート掲送システムの全景(出典：「施工」1978年 7月) 
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3.4.2. SSR－3［耐火被覆吹付ロボット］83 
 
1）概要 
・  鉄骨の耐火被覆は主に
コスト面から半湿式の吹
付工法が主流である。し
かし、跳ね返りや粉塵に
より作業環境は非常に悪
い。SSR－3は本格的なマ
ニピュレータと走行機構
を持った建設ロボットで
あり、あらかじめ吹付動
作をインプットすること
で自動的に耐火被覆の吹
付を行う。この効果として、作業者の苦渋作業軽減、作業用足場の撤去が不要になるこ
とが挙げられる。 
 
2）システム構成 
・  SSR－3のシステムは、ロックウール圧送装置、セメ
ントスラリー圧送装置、吹付ノズルを保有するロボッ
ト本体からなる(図 22)。鉄骨梁の側面、下面に耐火被
覆を均一に吹き付ける為、4自由度のマニピュレータ
を装備している。梁に沿って走行し、階高の異なる鉄
骨にも昇降機構を用いて対応する。走行機能は、走行
台の中央部に 2つの独立した駆動輪、4隅にキャスタ
ーが備えられ、前後、その場での旋回動作を行うこと
が出来る。吹付順序・ルート等の情報は、あらかじめ
リモコンでマニピュレータを動かしデータを記録した
カセットテープをロボット本体にセットすることで自
動的に吹き付け作業を行う。 
  
                            
83 「建設ロボット大図鑑」彰国社 
表 16 SSR－3概要(写真出典：「建設ロボット大図鑑」、p52) 
開発：清水建設、神戸製鋼所 
適用実績：芝大門住友ビル 
     芝浦清水ビル 
     大阪 SOHB ビル 
     富士通川崎ビル 
     墨田花王 
     幕張東ガスビル 
     清水建設新本社ビル 
     他 
 
 
 
図 22 システム構成図(出典：「建設ロボット大図鑑」、p53) 
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3.4.3. 鉄骨柱溶接ロボット 84 
 
1）概要 
・  本ロボットは後述する「ABCS」の要素技術の一つとして開発された鉄骨柱現場継手自
動溶接装置である。 
 
 
2）システム構成 
・  2台の溶接ロボットを分割式リング走行路に搭載し、その他の機械は台車に載せユニ
ット化することっで溶接機の移動を容易にしている(図 23)。その為、角柱・丸柱・H柱
など様々な形状の鉄骨柱の継手溶接を可能にしている。自動溶接を行う為には精度が重
要であり、パソコンで作成した数値制御データをもとに運転を行う。数値入力後、ロボ
ットと柱の位置関係座標値が算出され、この数値を読み込み後センサーにより自動計
測・溶接条件を自動設定し溶接を開始する。 
図 23 全体図(出典：「建設ロボット大図鑑」、p49) 
  
                            
84 「建設ロボット大図鑑」彰国社 
加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
開発：大林組 
適用実績：(仮称)YS勝どき 6丁目ビル新築 
工事(1992年 7月時点) 
 
表 17 鉄骨溶接ロボット概要(写真出典：「建設ロボット大図鑑」、p48) 
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3.4.4. 水平コンクリートディストリビュータ 85 
 
1）概要 
・ コンクリート工事は作業環境の厳しい屋外で行われることが大半であり、現場で施工を
行う為品質確保が困難である。水平コンクリートディストリビュータは重量物であるコ
ンクリートの運搬を行い、作業者の苦渋を軽減する。 
 
2）システム構成 
・  水平コンクリートディストリビュータは水平方向に曲がる4関節アームと筒先ホース
の上下運動の為の 2関節があり、6自由度の操作が可能である。水平タイプのアームに
より上階の梁の影響を受けずに作業出来る為、S造や SRC造の建物に適している。また、
コンピュータによる自動障害物回避システムを開発し、1本のレバー指令で筒先を容易
に移動させることが出来る(図 24)。 
 
図 24 概要図(出典：「建設ロボット大図鑑」、p73)  
                            
85 「建設ロボット大図鑑」彰国社 
加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
開発：竹中工務店 
開発年：1982年 
機械重量：3500 ㎏ 
全長：20000 ㎜ 
アーム長：4000mm 
表 18 水平コンクリートディストリビュータ概要(写真出典：「建設ロボット大図鑑」、p72) 
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3.4.5. コテキング［コンクリート床仕上げロボット］86 
 
1）概要 
・  コンクリート床直仕上げ作業は、腰をかがめながらの苦渋作業であった。更に、職人
の技能によるばらつきが大きいことも問題であった。こうした問題を解決し、熟練工並
みの作業品質を目指したのが本ロボットである。 
2）システム構成 
・  コテキングの特徴は、走行距離センサーやマイ
クロコンピュータを搭載した自立航法装置を備
え、ロボット自身が走行経路とのずれを調整しな
がら自動で床直仕上げ作業を行う点である。作業
区域を指定すればあとは開始ボタンを押すだけ
で操作でき、学習機能を搭載しているので繰り返
し運転も可能である。障害が発生してもセンサー
で感知し回避し、故障が生じた場合はロボット本
体上部のライトで内容を知ることが出来る。様々
な建築工事に適応させるためロボット本体は 4
分割して持ち運ぶことが出来る(写真 38)。本ロ
ボットで技能工の約 5 倍の作業を可能としたが、
電源ケーブルから電気を得る必要があり、施工範
囲が限定されるといった課題が残った(図 25)。  
                            
86 「建設ロボット大図鑑」彰国社 
開発：鹿島建設 
施工能力：500㎡/時間 
寸法：1150×1225×610㎜ 
重量：141㎏ 
走行速度：0～18m/分 
こて回転数：39～78回転/分 
適用実績：大阪堺筋センタービル 
     浦和テクノシティー太陽生命ビル 
     群馬銀行電算センター 
     日産自動車村山工場 
     渋沢倉庫物流センター 
図 25 メッセンジャーワイヤーの設置方法と施工範囲(出典：「建設ロボット大図鑑」、p91) 
表 19 コテキング概要(写真出典：「建設ロボット大図鑑」、p90) 
写真 38 ロボットの構成要素(出典：
「建設ロボット大図鑑」、p91) 
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3.4.6. ボード張りマニピュレータ 87 
 
1）概要 
・  内外壁面の下地、仕上げに用いる板状資材は多種多様であり、取り付け位置もそれぞ
れ異なる。また、仕上げ作業は繰り返しが多い重労働であり、作業者の負担は大きい。
ボード張りマニピュレータはこのような作業を軽労働化するべく開発された省力化機
械である。 
 
2）システム構成 
・  重量 90㎏まで吸着保持が可
能であり、わずかな力で資材の
立て起こし、移動、位置決め、
取付を行える。アーム半径は
2m、旋回角度は 450 度と幅広い
作業が可能であり、長尺用の 6
連吸着パッド付きホルダーを
用いることで、長さ 4m前後の
ボードまで対応することが出
来る。作業電源は身近なコンセ
ントを使用する(図 26)。 
  
                            
87 「建設ロボット大図鑑」彰国社 
加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
開発：大成建設 
取付対象部位：内壁間仕切り壁 
ハンドリング可能重量：90kg 
ハンドリング可能寸法：4000×900㎜ 
取り付け可能高さ：FL+2700㎜ 
重量：800㎏ 
寸法：全高 2700 ㎜、全幅 640㎜、全長 1900 ㎜ 
 
図 26全体図(出典：「建設ロボット大図鑑」、p131) 
表 20 ボード張りマニピュレータ概要(写真出典：「建設ロボット大図鑑」、p130) 
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3.4.7. ABCS［全自動ビル建設システム］88 
 
1）概要 
・  ABCS は大林組が開発した全自動ビル建設システム(Automated Building Construction 
System:ABCS)を用いた最初のビルである。大林組の設計・施工による工事であり、シス
テムの基礎的データ収集の役割を果たした。ABCSは主に鉄骨構造の高層部を対象とし、
建設現場における作業の機械化・自動化を目指している。 
 
 
2）システム構成 
ⅰ）SCF(Super construction Factory) 
・  SCFは ABCSの中核をなす建物最上階の建設工場である。建物最上階の構造体をベース
に、ビル本体の本設柱と同じ位置にクライミング用の支柱を建て、1層分の工事が完了
するとさらに 1層クライミングさせることで連続的に工事を行う。最終的に SCFはビル
の最上階として利用される(写真 39)。 
・  SCF内の搬送システムは水平・垂直方向それぞれが別の設備で行われる。ABCSでは地
上から作業階までの垂直搬送を貨物リフトで、SCF内の水平搬送を後述する SCFクレー
ンで行った。また、仮置き場からの水平搬送と貨物リフトへの積み込みはフォークリフ
トによって行われた。 
                            
88 「施工」1994年 3月 
所在地：東京都墨田区堤通り 1-19-18 
設計監理：大林組 
施工：大林組  
工期：1991 年 6月～1994年 4月(システム稼働 4か月) 
敷地面積：23,123．71㎡ 
建築面積：2，313.76㎡ 
延べ床面積：10,226.84㎡ 
階数：地上 10階、地下 2階、塔屋 1階 
高さ：最高高さ 40．459m 
用途：独身寮、研修所 
表 21  ABCS概要(写真出典：大林組技術研究報 No.49) 
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写真 39 SCF内部(出典：大林組技術研究報 No.49) 
ⅱ）SCF クレーン 
・  天井に設置されたクレーンで、通常のクレーンと異なり水平移動で運搬する。各部材
にはあらかじめ工場でバーコードが取り付けられており、運転に必要なデータを上位の
コンピュータから得ることで所定の位置への運搬・取付を行う。高所での危険作業であ
る玉外しを自動化する為、柱を水平に搬送したのち建て起こす治具や床板を吸い付け搬
送する治具が開発されている(写真 40、41)。 
 
写真 40 柱建起こし(出典：大林組技術研究報 No.49) 
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写真 41 床板敷き込み(出典：大林組技術研究報 No.49) 
ⅲ）自動溶接ロボット 
・  柱用自動溶接装置と梁用自動溶接装置の 2種類が開発された。柱用自動溶接装置は 2
台の自動溶接装置が分割式のリング走行路所を移動して溶接を行う。また、その他の機
器もユニット化され溶接機と走行移動する。丸柱、角柱、H形柱など様々な形状に対応
できるシステムであり、本工事での角柱のコーナー部の溶接ではコーナーに同性のタブ
を４５°方向に取付け溶接している。溶接装置 1セット/1人の作業員で操作を行った
(写真 42)。 
・  梁用自動溶接装置は柱用自動溶接装置と同様に２台の自動溶接装置を装備している
が、６自由度をもった２つのアームが付属していることが特徴である。このアームによ
り下フランジや直行方向の梁の溶接を可能にしている。移動・セットは SCFクレーンで
行われた(写真 43)。 
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写真 42 柱用自動溶接装置(出典：大林組技術研究報 No.49) 
 
写真 43 梁用自動溶接装置(出典：大林組技術研究報 No.49) 
ⅳ）工事管理・制御システム 
・  SCF内の主要な自動機械を集中して管理・制御する為地下部分に中央制御室が設置さ
れた。将来的にこの中央制御室は SCF上に設けられ SCFと共に上昇する予定である。ABCS
運用の為のシステムは工事管理システムを上位として設備制御システム、各自動機器と
続く。工事管理システムは各階の詳細な作業スケジュールとそれに関連す資材の管理を
行い、毎日の作業指示データを設備制御システムに通信する。設備制御システムは自動
機器からのデータをリアルタイムに受け取り、自動機器の動作内容をグラフィックスで
表示することで作業実績や設備の稼働状況を管理した。搬送システムにより読み込まれ
た部材のバーコードデータの管理も行う。これらのシステムによって得られたデータは
人手による入力でデータベース化された。  
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3.5. システム化 
 
・  建設現場では多くの資材とそれに伴う他職種にわたる多数の労働者、工程が入り乱れ、
工事内容の複雑化・高度化が進んでいる。施工管理にコンピュータを活用して効率化を
図る試みは 1960 年頃から開始された。主に構造設計の分野で数値解析·シミュレーショ
ン·情報検索等に活用されたが、この時点での生産管理の面での活用は実用的ではなか
った 89。1971年に竣工した朝日東海ビルは日本で初めて高層ビル施工において施工現場
にコンピュータを導入し工程と揚重の計画・管理を行った 90とされているが、施工担当
者は容量が足りず効果的ではなかったと述べた。しかし、複雑化・高度化の進んだ建築
生産を合理化する為には情報を適切に処理し、施工計画や施工管理に反映していく必要
がある。朝日東海ビル以降の高層ビルでも生産現場にコンピュータを導入する試みは続
き、様々なシステムが開発・運用されている。特に、揚重システムや労務管理、仕上げ
検査といった施工現場で省略することの出来ない繁雑な作業に対するシステム開発は
多数みられた。 
 
1）揚重システム 
・  揚重の効率化を図る取組みは霞が関ビル(1968年竣工)からすでに行われていた。霞が
関ビルでは資材搬送用の人材を配置し、コンテナの大きさごとに分けて搬入していた。
朝日東海ビル(1971年竣工)では同じく揚重専従の人材を配置し、内部リフトの揚重予約
を管理していた。霞が関ビルからの変化としては、コンテナ化を搬入時点から義務付け、
コンテナの大きさも規格を用意するなど、コンテナ化を徹底した点である。 
・  1972 年に竣工した横浜天理教館では揚重管理の方式に専門工事業者の自主管理方式
を採用している。具体的には、揚重 1週間前から運営リスト(野帳方式)に揚重依頼者(専
門工事業者、竹中工務店現場員)が揚重する資材の記入を行う。工事に必要な資材は業
者が把握しているため管理側(竹中工務店)から特別指示を出す必要がなく、業者側も手
続きをしなければ資材を揚重できないことから責任感と計画性を持つようになり効率
向上に繋がった 91。 
・  梅田センタービルでは揚重専従班の設置に加え、コンピュータを利用した揚重予約シ
ステム、揚重時間・揚重位置管理、揚重量及び廃棄物の積み下ろし量といった搬入・揚
重に関わる情報を一元管理出来るソフトを開発・運用している 92。梅田センタービルの
施工担当者は、今では予約システムは一般化していると述べた。 
・  1990 年に竣工した日本電気本社ビルではフロアによって揚重量が異なる繁雑さがあ
                            
89 加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
90 「清水建設二百年 生産編」 
91 「施工」1973年 6月 
92 「施工」1987年 10月、11月、12月 
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ったことからコンピュータと自動計測装置をリフトに組み込んだ揚重管理システムが
開発されている。システムの構成は、コンピュータ本体である揚重管理装置、高精度に
荷重測定できる平面荷重検出機、協力会社名・材料名・工区・進捗率などをワンタッチ
で入力できる項目入力装置、揚重フロアを自動的に認識するフロア検出器からなる。コ
ンピュータにより揚重データの採取と揚重の実施状況をリアルタイムで表示すること
が可能になったことから無駄のない揚重に繋がった 93。 
 
2）労務管理・品質管理 
・  OA機器等を用いた現場の省管理化を目指した試みは複数みられ、高層ビルの現場では
コンピュータ・電子掲示板・タイムレコーダー等を用いた情報化施工管理や ID カード
による就労管理システム、仕上げ工事チェックシステム等が行われるようになった 94。 
・  作業指示書や日報、安全書類の作成に関しても、現場作業を簡略化できるシステムが
導入されており、1984年竣工の東芝ビルディングでは鉄骨の現場組み立ての時間管理に
ポケットコンピュータを使用し施工能率の測定を行う例がみられた。現場でタイマーを
セットできるポケットコンピュータにあらかじめプログラムを入力し、タワークレーン
のオペレーターがこの計算機部分を用いて運転中に簡単な入力を行う。オペレーターの
交代時にこの計算機を事務所に持ち帰り記録を出力し、この記録をフォローミーティン
グに用いることで異常の検知・改善を容易に行うことが出来る 95。 
・  労務管理では、新規入場者や労務勤怠管理に磁気カードや IC カードを利用したシス
テムが利用されるようになった。ゼネコン各社ではカードに個人情報や健康状態、資格、
作業履歴を記録することで、それまで施工現場が変わるごとに更新していた手続きを簡
略化している。梅田センタービルの施工担当者は、IC カードの発行自体に手間が発生す
る反面、作業履歴によって優秀な人材が明らかになり人材を囲い込みに繋がったと述べ
た。 
・  1988 年竣工の新神戸オリエンタルシティ・C3 では、ホテル客室の全室チェックにハ
ンディーターミナルを導入することで作業を簡略化している。あらかじめ部材に客室番
号、ゾーン名、部位、位置等の情報が盛り込まれたバーコードを張付け、修正箇所、ダ
メ工事を発見するとこのバーコードをハンディーターミナルに読み込む。情報が蓄積す
ることで問題の発生傾向が明らかになり、書類作成も読み込んだデータをそのまま入力
することで容易に行うことが出来る 96。 
・  バーコードによる部材管理は ABCS にもみられる。ABCS では部材の自動搬送を行う為
の位置情報を読み込んでいた。ABCS の施工担当者は柱の建て入れには微調整が必要とな
り効率的では無かったが、バーコード情報を進捗管理や部材自体の品質管理に応用する
                            
93 「施工」1990年 7月 
94 加賀秀治 他「次世代建築生産」東洋書店 
95 「施工」1984年 7月 
96 「施工 1989年 5月 
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試みに発展したと述べた。 
・  1989 年に竣工した三井倉庫箱崎ビルでは梅田センタービルの技術を応用した資材揚
重予約実績管理システムに加え、連続壁シミュレーションシステム、サイト PCa製作管
理システム、ID カードによる労務管理システム等様々なシステムが活用され、1990 年
に竣工したクリスタルタワービルでも施工管理業務チェックリスト作成システム、気象
情報サービスシステム、ID カード就労管理システム、仕上げ工事チェックシステム(図
27)等の複合的なシステム開発・活用へと発展している。97。 
 
  
                            
97 「施工」1991年 1月 
図 27 クリスタルタワービルの仕上げチェックシステム(出典：「施工」1991年 1月) 
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3.5.1. 横浜天理教館 98 
 
1）概要 
・  軟弱地盤に立つ高層ビルとして注目を集めた。地下工法や溶接工法、コンクリート均
し、自主管理方式による揚重システム等様々な新技術が導入された。 
2）揚重運営及び運営システム 
・  横浜天理教館では、揚重管理と運営を以下のフェーズに分類することで、野帳法式に
よる協力会社の自主管理方式とした。 
ⅰ）総合工程表、工事基本計画、資材リスト作成、揚重機種・台数決定等 
ⅱ）毎月 1回翌 1か月分の揚重指示書作成 
ⅲ）揚重 1週間前から運営リスト(野帳方式)に揚重依頼者が記入 
ⅳ）揚重 2日前(搬入 1日前)に締め切り、調整・最終決定 
具体的には、揚重 1週間前から運営リスト(野帳方式)(図 28)に揚重依頼者(協力会社、
建設会社現場員等)が揚重する資材の記入を行う。工事に必要な資材は協力会社が把握
しているため管理側(建設会社)から特別指示を出す必要がなく、協力会社側も手続きを
しなければ資材を揚重できないことから責任感と計画性を持つようになり効率向上に
繋がった。 
 
                            
98 「施工」1973年 6月 
所在地：横浜市西区北幸 1-4-1 
建築主：東京天理教館 
設計監理：竹中工務店 
施工： 竹中工務店 
工期： 昭和 45年 10月～昭和 47年 12月(約か月) 
敷地面積：3426.13㎡㎡ 
建築面積：1680.165㎡ 
延べ床面積：38027776㎡ 
階数：地下 2階・地上 27階 
高さ：最高高さ 101.65m 
用途： 
表 22 横浜天理教館概要(写真出典：wikipedia) 
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図 28 揚重運営リスト(出典：「施工」1973年 6月) 
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3.5.2. 新神戸オリエンタルシティ・C399 
 
1）概要、2）バルコニー一体型 PCa板 
・  3.2.3 章参照。 
 
3）仕上げチェックシステム 
・  新神戸オリエンタルシティ・C3 の工事がおこなわれていた時期は OA機器の利用が一
般化しているが、まだ机上業務が大半であった。また、建築工事の管理業務でのデータ
処理は一度チェックシートに記入したデータを事務所で再度入力する必要があり、二度
手間であった。新神戸オリエンタルシティ・C3 は超高層ホテルの工事であり全客室の
チェックが必要であるが、約 600ある客室を従来通り野帳記入→分類→資料作成という
手順でチェックするのは非常に繁雑な作業になると思われた。そこで、ハンディーター
ミナルを導入し事前に製作しておいたバーコード表（図 29）を読み込ませることでデー
タを蓄積するシステムを開発・実施した。 
・  チェック作業はハンディーターミナルを客室に待っていき、修正箇所、ダメ工事を発
見すれば階、客室番号、ゾーン名、部位、位置、状態の順に逐次バーコードによりハン
ディーターミナルにインプットする。ハンディーターミナルをマイコンと直結し、マイ
降雨を操作することで作業指示書が作成された(図 30)。修正作業後、作業指示書はその
まま完了報告書として提出された。得られたデータを蓄積することで今後の仕上げ工事
の品質向上にも繋がる。 
                            
99 「施工」1989年 5月 
図 29 ユニットバスのバーコード表(出典：「施工」1989年 5月) 
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図 30 修正作業指示書及び作業確認チェックシート(出典：「施工」1989年 5月) 
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4. 4章 考察 
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4.1. 概要 
 
・  2章及び 3章の調査から、生産性の大きな変遷と具体的な取り組みが明らかになった。
この内容にインタビューによる知見を加え、生産性向上を阻む課題について考察し、今
後の方策を述べる。 
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4.2. 1960年代から 1980年代における生産性向上の取組みを振り返って 
 
・  生産性向上の取組みの背景には需要の増加・職人の減少といった社会的な背景が大き
く影響し、時勢に合わせた開発が行われていた。また、生産性向上の取組みは相互に影
響が見られた。PC化、ユニット化は、部材の大型化や揚重の工夫が数多く見られたが、
これは揚重機の性能向上の影響が大きい。機械化に関しても、コンピュータの発達が繊
細な作業を行う建設ロボットの開発に結び付いている 
・  部材に関して、職人の作業効率を重視してサイズを抑えた例と、機械で揚重が可能な
サイズギリギリまで大型とし、取付工数を削減する例がみられた。しかし、大型化の取
組みは建設機械の性能向上と共にある程度の限界に達したとみられ、今後の方策として、
部材を単純化・簡素化することで職人の作業を削減していくことが職人不足問題の一つ
の対策となると考えられる。 
・  また、PC化・ユニット化等、部材レベルの生産性向上の取組みが職人の作業を減らす
こと・簡略化することに注力していたのに対し、機械化では職人の作業を機械に置き換
える自動化・無人化を目指した。しかし、80年代までのこうした取り組みの多くは失敗
に終わっている。この原因として、施工現場の条件が常に一定なわけではない(一部部
材の形状が違う、床に段差がある等)ことから自動で動くロボットには判断できなかっ
たことが挙げられる。この点を踏まえて、今後は職人の作業を補助する機械の開発に取
り組む余地が残る。 
・  コンピュータの導入に関して、朝日東海ビルの施工担当者は初めて活用してからその
後約 20 年は実質的な利用に結び付くことは無かったと述べた。この原因はコンピュー
タの容量が不足しており、出来る事が限られていたためである。その為、システム開発
は施工現場の効率を高める揚重管理やチェックシステムの取組みが主流となった。現在、
コンピュータ関連システムの開発は盛んに行われており、今後は IT化による作業効率
の向上が期待できる。 
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4.3. 生産性向上の課題 
 
4.3.1. 生産性向上の取組みの共有・評価 
 
・  生産性向上の取組みの多くは施工現場ごとの条件に合わせて開発されており、その後、
他の工事に応用された例は少ない。この背景には施工管理者が多忙かつ、竣工間際には
施工現場を離れており工事記録をまとめる余裕が無いこと、社内で情報を共有するシス
テムが無い等の要因が挙げられる。霞が関ビルの施工担当者は、社内に建築生産合理化
の為の省力化機械を工事・機種ごとに分類し用途や特徴をまとめた冊子や、合理化工法
事例集が存在していが、存在が知られていないことから活用されることはまれであった
と述べた。現場単位の取組みとしては、梅田センタービルで実際に使用した生産技術、
管理技術、生産体制の OA化等の情報を 1冊の冊子(通称「黒本」、写真 44)として記録し、
作業員に配布する例があった。この取り組みにより、作業所内の技術普及を促した。技
術共有システムの構築は今後ますます必要になると考えられる。 
 
写真 44 梅田センタービル施工時に編集された「黒本」 
 
・  また、生産性向上の取組みの多くは工数等の記録を残していないか、記録しても分析
には至っていないことが明らかになった。生産性は工期やコスト、人工等の数値の一つ
だけを見ても効果を図りにくく、標準的な技術として定着しない。建設会社の技術開発
者は、かつて生産性を測定する取り組みとして、指標を作成する為の方針が検討された
が実用には至らなかったと述べた。一方で、生産性向上の要素技術に点数（デッキで○
pt、PCで○pt）を付け合計点を複合化率とし、提出書類に数値記入を義務付けることで
技術の本部集約化を図る取組みもみられた。この取り組みは対象としていた技術が一般 
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化したことで消滅していったが、再び省力化工法をまとめ数値化する動きが一部の建設
会社でみられる。この取り組みでは、省人化に繋がる工法をリスト化しあらかじめ省人
化工数を定める。標準総工数に占める省人化工数の定める割合を算出することで、省人
化率を点数化する。省人化工法は別冊で使い方を解説することで、普及を図る。 
・  しかしこのような取り組みも、前回の課題を克服しなければ適切に生産性を評価でき
ないことが予測できる。今後の課題として、まず蓄積したデータを分析し、効果的だっ
た点、問題だった点を明らかにすることが望まれる。更に、今後行われる工事では可能
な範囲(例：データ採取範囲を習熟効果の出る基準階のみとする)で数値を記録し、生産
性を適切に評価できる指標を考察することが求められる。 
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4.3.2. 設計者への生産性向上の意識付け 
 
・  建築生産の仕組みの問題点の一つとして、生産プロセスが細分化・分業化されたバト
ンタッチ方式となっており、発注者・設計者・建設会社・協力会社・メーカーそれぞれ
の技術と情報の統合がスムーズに行われていないことが挙げられる。一般的に工法・技
術の選択は設計時から始まるため、設計図書が出来上がってからの後追いの品質改善・
VE・施工図の調整などは膨大な時間と労力が必要とされる。霞が関ビルでは設計の遅れ
がそのままカーテンウォール工事の遅れに直結し、朝日東海ビルでは設計者(日建設計)
が過去に採用した工法がそのまま採用されている。全自動システムの場合は構造が特殊
なことから基本設計から実施設計に移る時点ではすでに施工の内容を踏まえる必要が
あり、設計が施工に及ぼす影響が大きいことが分かる。梅田センタービル施工管理者は
生産性の高い施工現場になるかは設計者に理解があるかどうかだと述べており、上流段
階から施工性を考慮することは生産性向上の取組みの選択の幅を広げると考えられる。 
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4.3.3. 分業化する協力会社 
 
・  建設業では多種多様な部材を扱うことから、それぞれの工事を行う協力会社が分業化
している。しかし、工程の同期化は職種が増加するほど困難である。これまでユニット
化や揚重システムの改良といった様々な職種・工種削減の取組みが行われた。神戸商工
貿易センタービルでは各協力会社が用意していたホイストを建設会社が用意し統一す
ることで無駄を削減し、梅田センタービルではトイレを極限までユニット化することで
現場での取付を 1社で行っている。しかし、数々の取組みが行われたにも関わらず、依
然無駄が存在しているとの指摘が見られた。梅田センタービルの施工管理者は、自身が
実現できなかった課題として作業の統合、多能工の育成があると述べた。実際に躯体関
係の協力会社に多能工を養成させた例があるが、賃金や契約形態が折り合わず断念して
いる。職人の技能を全て建設ロボットに置き換えることは、今後しばらく大きな効果は
得られないと予測でき、技能工の減少が明らかな現状で多能工による職種の統合は避け
て通ることの出来ない課題である。職種を統合することにより前後作業の無駄の削減、
さらに作業工程がみえやすくなるといった効果が期待できる。しかし協力会社では協力
会社単体での多能工育成は無理があると述べており、建設会社が協力して取り組むべき
だと考えられる。 
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・  本研究では、1960～1980年代の高層ビルに関して資料調査及び技術者へインタビュー
調査を行い、生産性向上における取組みの変遷及び具体的な実例を明らかにした。その
結果から、今後生産性を向上させるうえでの課題と方策を考察した。 
・  生産性向上の取組みの背景には需要の増加・職人の減少といった社会的な背景が大き
く影響し、時勢に合わせた開発が行われていた。ほとんどの大型建設機械は 1960 年代
に開発され、その後も改良による性能向上の傾向がみられた。また、1968年竣工の霞が
関ビル建設を皮切りに、高層建築に適した工業化工法が数々開発された。1970 年代は品
質、安全等の施工管理に注目が集まり、施工現場の環境が大幅に向上した。施工現場へ
のコンピュータ利用も始まり、システム管理への一歩を歩み出した。1980年代には深刻
な職人不足を受け、建設ロボットや全自動施工の開発がみられたが、多くは普及してい
ない。 
・  以上の調査結果を踏まえ、生産性向上に取り組む際の課題を挙げた。現時点で生産性
を評価できる指標はなく、記録も残しにくい構造的な問題がある。その為、施工者が生
産性向上の取組みの存在自体を把握してない場合があり、積極的な採用に繋がっていな
かった。また、工法の採用は設計時に行われ、施工時に変更することは困難な場合が見
られた。その為、設計者が生産性向上の取組みを理解し、設計時に取り入れていく必要
がある。施工現場に存在する無駄を排除する為には協力会社との体制を考え直す必要も
あり、これらの課題を解決していくことが期待される。 
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